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来年（2020年）は1970年生活基本構想から50年

1970年に開かれた第12回全国農協大会で生活基本構想が決議されて、来年2020年で50年
目を迎える。生活基本構想は、日本の総合農協が農業に限らず地域の社会・経済活動全般
に積極的に関与していくことを正式に打ち出す画期となったものといわれている。

1947年占領下の日本でGHQと農林省の激しい交渉の末農協法が制定され、約 1万3,000
もの総合農協が設立された。しかし、高度成長が始まり1960年代に入ると、混住化が進む
なか准組合員が増加するとともに、信用・共済事業が大きく伸びるなど、農協の組織事業
にも質的な変化がみられるようになる。そのような環境下で、70年の生活基本構想決議に
より、農協系統は、地域の社会・経済活動全般に積極的に関与する方針を打ち出すことに
なる。
この生活基本構想の背景にあった60年代後半の農村社会は、高度経済成長期の様々な経

済社会問題が噴出した時代である。高度経済成長が第二次大戦で荒廃した日本の再生に大
きく貢献したことは間違いないが、そのひずみも顕在化し、その多くは農村部にしわ寄せ
された。例えば、都市と農村の間には農工間の所得格差や、社会・生活インフラの格差等
多くの問題が生じ、その是正が大きな問題となっていた。また、農業にも用水汚染や農薬
使用問題など工業化に伴う問題が噴出していた。さらに、3ちゃん農業にみられるような、
介護や家事等の今でいうジェンダーを巡る問題も広く認識されるようになっていた。
こうした様々な問題に対し、生活基本構想では「農協は、人間が、人間らしい生活をし

ていくための運動の中核体となり、人間連帯にもとづく新しい地域社会の建設をめざして
運動しなければならない」と農協が主体的に取り組んでいく方向を明確にしたのである。
そこでは、①就業・教育・公衆衛生等、都市と農山村の経済・社会インフラの格差問題、
②農山村での高齢化、過疎化、女性の地位の問題、③農業生産環境・農産物安全性問題な
ど幅広い問題を掲げ、それらに対し農協が取り組むべき内容が詳細に記述されている。改
めて同構想をみると、現在にも共通する課題が多いことに驚く。それは、日本国内にとど
まらず、国際的な視点からみても同様で、例えば、現在、国連が進めているSDGs目標と
は多くの点で共通する。これはSDGs目標が解決を目指す様々な問題と、当時の日本の農
村部が抱えていた種々の問題とで共通する点が多いからであろう。

70年代以降、同構想に基づいた取組みが広範に進められ、農村における様々な問題解決
に向け、農協系統は大きな役割を果たしていった。ただし、90年代前後より、農産物輸入
自由化やバブル崩壊など農業および農協を取り巻く社会・経済環境が大きく変化するなか、
農協が単独の経済主体として、事業や活動を通じ地域社会に関与していくことが難しくな
ってきたことも周知のとおりである。第28回JA全国大会決議では、「地域の活性化」を地
域に根差した多様な組織との「連携」により目指すことが示されたように、「生活基本構想」
の理念と先進性を振り返りつつ、JAグループの地域社会との関係を今日的に再構築すべ
きではないかと考える。

（（株）農林中金総合研究所 取締役調査第一部長　内田多喜生・うちだ たきお）
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地域内での連携による新規参入支援と
農協の役割

目　次
はじめに
1　新規参入をめぐる状況
（1）　新規就農の動向
（2）　新規参入における課題と支援策
（3）　農協の取組みと本稿の視点
2　地域における新規参入支援
（1）　北海道むかわ町
（2）　山形県大江町

（3） JA山形市セルリー団地
3　 考察
―連携による新規参入支援と農協の役割―

（1） 連携の効果
（2） 連携のなかで農協の果たす役割
（3） 連携体制のあり方
おわりに

〔要　　　旨〕

農業の担い手・後継者不足が懸念されるなか、地域農業の振興に向けて農外からの新規就
農（特に独立した就農形態である新規参入）への期待が高まっている。最近では、一つの組織
や機関ではなく、地域内の様々な関係機関・主体が連携した新規参入支援が展開されている。
本稿はそうした新規参入支援に焦点を当て、連携による効果と農協が果たす役割、連携体制
のあり方について整理することを目的とした。
連携の効果については、新規参入支援の各段階（募集、研修、就農、定着）を複数の主体で

担うことによって、支援内容を充実させていることが明らかとなった。
農協の果たす役割については、経済事業機能の発揮により、新規参入者の経営の安定に寄

与することが期待されるが、それ以外にも連携の事務局を担うなど支援体制の構築や充実へ
の貢献も指摘できた。
連携体制については、事例ごとに体制が異なること、農業者グループの形成や研修を担う

主体によって、支援の方向性や役割分担にも相違が見られることが示唆された。
新規参入支援は地域農業の担い手を確保・育成する取組みであり、農業・農村の活性化を

目指すものである。その意味でも、新規参入支援に取り組むことは、農協の事業・経営に資
するものであるといえるだろう。

研究員　長谷　祐
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果と農協が果たす役割、連携体制のあり方

について整理することを目的とする。
（注 1） 農業次世代人材投資事業にかかる実施要綱
においても「関係機関との連携」として、「都道
府県、市町村、（中略）、農業協同組合、農業委
員会（中略）等の関係機関は互いに密接に連携
し、特に、支援の対象となった青年就農者が定
着し、地域の中心となる農業経営者となってい
くまで、丁寧にフォローするものとする。」と記
載されている。

1　新規参入をめぐる状況

（1） 新規就農の動向

農林水産省「新規就農者調査」によると、

新規就農者の数は近年微減傾向にあるもの

の、年間約5.5万人で推移している。

このなかで「新規雇用就農者」および「新

規参入者」は、18年には１万3,060人と新規

就農者全体の23.4％にすぎない。

しかし、農業次世代人材投資事業の対象

となる49歳以下（18年までは44歳以下）の新

規就農者では、約半数が新規雇用就農者お

よび新規参入者となっており、若年層にお

いて、農外からの就農が多いことがわかる
（注2）

（第１図）。

はじめに

農業の担い手・後継者不足が懸念される

なか、地域農業の振興に向けて農外からの

新規就農への期待が高まっている。特に

2012年度の青年就農給付金事業（16年度か

らは「農業次世代人材投資事業」。以下、15年

度以前について述べる場合も「農業次世代人

材投資事業」と表記する）の創設によって、

就農における資金的なハードルが下がって

以降、各地で新規就農に向けた取組みが進

展している。

それらの新規就農支援策においては、一

つの組織や機関が新規就農支援を担うので

はなく、「地域での受入れ」として、地域内

の様々な関係機関・主体による連携が見ら

れる。地域の農業者組織である農協も連携

主体の一つとなることが期待されており、

後に見るように、実際にそうした事例は多

い
（注1）
。

さて、農外から就農する際、おもに「雇

用による就農」と「創業による就農」の２

つの形態が考えられる。農林水産省の「新

規就農者調査」でも、前者を「新規雇用就

農者」、後者を「新規参入者」として把握し

ている。このうち、新規参入者は就農前か

ら定着に至るまでの過程で様々な課題に直

面することから、特に支援が必要とされて

いる。

そこで本稿では、地域で展開されている

新規就農支援について、おもに新規参入者

に対する支援に焦点を当て、連携による効
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資料 農林水産省「平成30年 新規就農者調査」

（千人）

第1図　49歳以下の新規就農者数の推移
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（2） 新規参入における課題と支援策

一方、新規参入者が直面する課題は当然

ながら、資金面だけではない。この点につ

いて、既往研究およびアンケート調査（全

国新規就農相談センターが実施した「平成28

年度新規就農者の就農実態調査」）から整理

していこう。

まず就農前については、参入障壁や参入

費用という枠組みから論じられており、お

もに①農地の確保、②営農技術の取得、③

資金の確保、④住居の確保、⑤地域からの

信用獲得が挙げられる（稲本（1992）、江川

ほか（2000）、田畑（1997）、山本・梅本（2012）

など）。アンケート調査でも同様の結果が表

れており、特に農地の確保が大きな問題と

なっている。

住居の確保、地域からの信用獲得など、

就農に向けた課題は営農だけでなく生活面

も含めて広範に及ぶため、支援に際しても、

外部組織の関与や関係機関の連携の必要

性が指摘されている（江川ほか（2000）、島

（2013））。

特に地域からの信用獲得については、新

規参入者と地域を橋渡しする農家の存在の

重要性が指摘されている（内山（1999）、包・

服部（2016）など）。

次に、就農後の経営の実態

については、全国新規就農相

談センターのアンケート調査

が詳しい。これによると新規

参入者が農業所得で生計が成

り立っている割合は全体で

24.5％、５年目以上でも48.1％

新規参入者に着目すると、農業次世代人

材投資事業が始まった12年を境として49歳

以下の参入者が増加しており、それまで

1,000人前後であったものが最近では2,500

人程度で推移している
（注3）
。

また、農業次世代人材投資事業の交付実

績を見ると（第１表）、準備型の６割以上、

経営開始型の約半数が非農家出身者に交付

されている。新規参入にかかる資金的な手

当てをはじめとして、各地で新規就農に向

けた支援体制がとられたことによって、参

入へのハードルが弱まってきていると考え

られよう
（注4）
。

（注 2） 新規就農者調査では、これら 2つの就農形
態について、出身が農家か非農家か（農外から
の就農か否か）は問われていない。

　　ただし、農家子弟が一定程度含まれている新
規雇用就農者でも、全体に占める農家子弟の割
合は 2割未満であり、ほとんどが農外からの就
農者となっている（農林水産省（2019））。

（注 3） 新規参入者については、14年調査から従来
の「経営の責任者」に加え、新たに「共同経営者」
を含めている。共同経営者には、夫婦で就農し
た場合の配偶者や、複数の新規就農者が法人を
新設した場合の共同経営者が含まれる。

（注 4） 堀口（2019）では、新規採択数に着目して、
非農家出身者の「 4割しか経営開始型の投資事
業はカバーしていない」としており、「（支給：
筆者追記）条件を改善することでさらに多くの
新規参入者を農業に迎え入れることが考えられ
る」としている。

12年度 13 14 15 16 17 18

準備型 1,707 2,195 2,410 2,477 2,461 2,342 2,176
非農家出身
農家出身

1,133
574

1,410
785

1,459
951

1,567
910

1,555
906

1,495
847

1,407
769

経営開始型 5,108 7,890 10,090 11,630 12,318 12,672 11,498
非農家出身
農家出身

2,407
2,701

3,642
4,248

4,829
5,261

5,334
6,296

6,008
6,310

6,369
6,303

6,229
5,269

資料 　農林水産省「農業次世代人材投資事業（旧青年就農給付金事業）の交付実績に
ついて」各年度版

第1表　農業次世代人材投資事業の交付実績
（単位　人）
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ては、様々な課題があり、定着は容易では

ない。そのため、地域農業の維持・振興の

ための新規参入について、自身の事業と関

連させつつ、支援に取り組んでいる農協は

少なくないと考えられる（倪（2013）、高津

（2007、2016）、和泉（2018）など）。

実際に、JA全中およびJC総研（現・JCA）

が15年に実施した新規就農支援の取組状況

のアンケート調査では、回答のあった全国

の農協のうち、募集から定着までの一貫し

た取組みを展開しているのは37％で、一貫

ではないものの何らかの支援を実施してい

る農協と合わせると68％の農協が就農支援

に取り組んでいるという結果となっている

（和泉（2018））。

また、全国段階でもJA全中では、11年に

「新規就農支援対策の手引き」を作成し、そ

れ以降、農外からの新規就農者に対し、募

集から研修、就農、定着に至るまでの一貫

した支援体制を農協と関係機関とで構築す

る「新規就農者支援パッケージ」の確立に

取り組んでいる。

本稿では、農業次世代人材投資事業を活

用しつつ、地域の関係機関と連携して新規

参入支援を展開している事例を取り上げる

が、それはちょうどJA全中が新規就農者支

援パッケージを推進してきた

時期とも合致する。

そこで本稿でもJA全中の分

類を援用して、新規就農支援

を募集、研修、就農、定着の

４段階として捉える。そのう

えで、それぞれの段階につい

と50％を下回っている（第２図）。また、倪

（2007）では新規参入者の定着を「就農３年

以上、農業所得で生計が成り立っている新

規参入者」と定義し、定着率を28.3％とし

ている。様々な課題を克服して就農したと

しても、その後の経営を成り立たせるのも

非常な困難を伴っている。

就農後の経営面・生活面での課題につい

ては、「所得が少ない」「技術の未熟さ」「思

うように休暇が取れない」「健康上の不安」

「設備投資資金の不足」「労働力不足」とな

っており、就農後についても継続的な支援、

特に所得や技術の獲得につながる支援が重

要であることが見て取れる（第２表）。

（3） 農協の取組みと本稿の視点

以上のように、農業への新規参入に関し

100

75

50

25

0

資料 全国新規就農相談センター「平成28年度新規就農者
の就農実態調査」

（%）

第2図　農業所得で生計が成り立っている割合

新規
参入者計

1・2年目 3・4年目 5年目
以上

24.5
14.6

24.9

48.1

経営面での課題（上位5項目） 生活面での課題（上位5項目）
所得が少ない
技術の未熟さ
設備投資資金の不足
労働力不足
運転資金の不足

55.9
45.6
32.8
29.6
24.3

思うように休暇が取れない
健康上の不安（労働がきつい）
集落の人との人間関係
交通、医療等生活面での不便さ
就農地に友人が少ない

46.0
40.3
19.5
16.9
15.9

資料 　第2図に同じ

第2表　経営面・生活面での課題
（単位　％）
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利用した通年型農業による就農を推進して

いる。

むかわ町の新規参入支援は、05年の「む

かわ町新規就農等受入協議会」（以下「協議

会」という）の設立から始まる。この協議会

は農業者によって構成されており、農業体

験希望者の受入体制や、その基準設定を目

的に設立された。この背景には、地域の担

い手不足への若手農業者の危機感があった。

当時、離農者が出た際には周辺農家が農地

集積することで対応していたが、それも限

界に近づくなかで、地域として農業に意欲

のある若者を受け入れることが必要と考え

られるようになった。

10年には行政やJAむかわなど農業関係機

関が構成員となって、総合的な就農対策を

おこなう「むかわ町地域担い手育成センタ

ー」（以下「担い手育成センター」という）が

設立され、協議会と連携する形で担い手対

策を実施している（第３図）。

これらの取組みにより、これまでに10組

が新規参入者として、11人が農業法人就農

者（新規雇用就農者）として就農し、現在も

て連携のあり様を明らかにし、就農に関す

る課題をどのように克服しているのかを整

理する。

なお、以下では事例での呼び方に合わせ

る形で「新規就農（支援）」と表記する箇所

もあるが、想定されているのは「新規参入

（支援）」である。

2　地域における新規参入支援

（1） 北海道むかわ町

ａ　概要

北海道勇払郡むかわ町は札幌から南へ車

で90分の太平洋に面した町である。町内は

鵡川地区と穂別地区に分けられ、本稿では

新規就農支援が進んでいる鵡川地区を主と

して取り上げる。町内はかつて水稲作の盛

んな地域であったが、畑作への転換が進ん

でいる。現在では野菜や花きなど様々な農

畜産物が導入され、複数品目を栽培する複

合経営も多い。

むかわ町では、夏は涼しく冬には雪が少

ない気候条件を生かし、ビニールハウスを

第3図　むかわ町における就農支援の体制

資料　むかわ町地域担い手育成センター提供資料

連携

農業体験を受け入れる「農業者」の組織
【設立】　　05年3月
【会員数】　38名
【事業内容】
農業体験の受入調整
体験受入基準の設定
就農相談会、新農業人フェアへの参加
農業体験イベントの企画・実施

むかわ町新規就農等受入協議会

新規就農者対策を行う「農業関係機関」が
構成する組織
【設立】　　10年6月
【構成組織】
町、農業委員会、JA、普及センター、
指導農業士・農業士の会

【事業内容】
研修農場の設置・運営、農業講習会の実
施、就農相談・就農計画策定支援、住宅
管理　等

むかわ町地域担い手育成センター
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か月のスケジュールで農業体験を実施する。

短期農業体験の後、むかわ町での就農の

意思が固まれば、次の段階である長期農業

体験に移行する。長期農業体験（３か月～２

年間）では、研修生はむかわ町へ移住したう

えで、受入農家のもとでの研修が実施され

る。この間は農業次世代人材投資事業の交

付金とは別に、受入農家から月額16万2,000

円の研修手当が支払われるほか、研修生用

の住宅が用意されている。

独立就農（新規参入）を希望する研修生

は、長期農業体験中に担い手育成センター

と相談しつつ就農計画等を策定する。そし

て関係機関による審査を受け、その審査を

パスすると、研修の最終段階である２年間

の実践研修へと移ることとなる。

審査の際には新規参入に必要な要件を満

たしているかも重要となる。むかわ町では、

500万円程度の自己資金を用意できること、

一緒に就農できるパートナーがいること等

を求めている。

実践研修は実践研修農場でおこなわれる。

研修生は、ハウスで作物（トマト、ニラ、春

レタス、ホウレンソウ）の作付計画策定と資

材の発注から出荷までを自分でおこなう
（注5）
。

町からは月額10万円の助成金のほか、売上

げから経費を差し引いた差額の50％が支給

される。
（注 5） 指導農業士、農業士、JAの生産部会長から
の栽培指導を受けることもできる。

ｃ　就農

就農に関する情報は担い手育成センター

に集約されている。鵡川地区に13ある営農

５人が町内に在住しながら研修を受けてい

る。

担い手育成センターは町からの出向者、

JAからの出向者、事務系の嘱託職員で運営

されており、協議会の事務局も兼ねている。

また、JAむかわ営農部と同じ建物内にある

ため、営農部との緊密な連携が可能となっ

ている。

また、後述の実践研修農場（鵡川研修農

場）は担い手育成センターの事業の一環で、

JAむかわの土地を利用して設置されている。

ｂ　募集・研修

就農希望者の募集は、新農業人フェアへ

の参加のほか、むかわ町独自の農業体験イ

ベント、「むかわ町就農相談会」などを通じ

ておこなわれる。

研修は３段階に分かれており（第４図）、

まずは短期農業体験から始まる。就農希望

者は町内の農家に住み込み、２泊３日～１

第4図　むかわ町での新規就農のフロー

資料　第3図に同じ

就農相談

むかわ町へ移住

【内容】
・初期投資
・収支計画
・労働力
・作付内容等

【要件】
・十分な自己資金
・就農するパートナー等

審査就農相談
就農計画

短期農業体験
3日～1か月

長期農業体験
3か月～2年間

実践研修
2年間

独立就農
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区ごとに、就農協力員と呼ばれる農業者を

１人ずつ選出してもらい、区ごとの農地や

空き家の情報を収集している。

また、地域農家の離農予定の情報や農地

の賃貸希望等の情報は、JAの営農相談課と

連携して担い手育成センターが収集してお

り、独立後のサポートにつながるようにし

ている。

一方で、就農時における支援の課題とし

て、農地と住宅の確保が挙げられる。現在

までのところ、就農時に農地を確保できて

いるが、地域農家の拡大意向もあるなかで、

いかに研修生に農地を割り当てられるかが

課題となりつつある。また、住宅について

は、農地とセットで探すものの、町内のア

パートから通う事例や、住宅を新築した就

農者もいる。

ｄ　定着

新規参入者は購買や販売でJAを利用して

おり、栽培に集中できるようになっている。

また、生産部会にも加入しており、地域の

農家との交流や知識・技術の取得が可能と

なっている。

むかわ町では独立就農のモデルケースを

設定し、就農後の経営の目安としている。

そこでは100坪ハウス10棟で春レタスとト

マトを栽培することで、５年目までに販売

収入が1,000万円を超えることが想定され

ている。

地域からの信用獲得については、就農者

の自主性が求められるものの、担い手育成

センターや就農協力員が新規就農者と地域

の橋渡し役を担っており、その手助けをし

ている。

ｅ　小括

むかわ町の新規参入支援は、農業者の危

機感を背景として設立された農業者の組織

（協議会）と農業関係機関の組織（担い手育

成センター）が、連携して取り組んでいる。

研修の受入れに関しては協議会が、就農支

援については担い手育成センターが担うな

ど、役割分担をしつつ総合的な支援をおこ

なっている。

３段階の研修や担い手育成センターでの

フォローなど、就農に向けたきめ細かい支

援が実績につながっているといえる。

JAも経済事業だけでなく、担い手育成セ

ンターの事務局や就農までの相談や情報提

供など様々な役割を果たしている。

（2）　山形県大江町

ａ　概要

山形県西村山郡大江町は山形県の中央部

に位置しており、果樹作が盛んな地域であ

る。大江町には、就農者や研修生を受け入

れる農業者の組織として、「大江町就農研修

生受入協議会」（通称OSINの会）がある
（注6）
（第

５図）。OSINの会は地域の後継者不足を背景

に、研修の受入農家10人が構成員となって

13年４月に発足し、これまで13人が町内に

就農している
（注7）
。

OSINの会はJAさがえ西村山すもも部会

を母体として設立されているため、スモモを

中心とした果樹での新規参入を進めている。
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ブースを訪れた人のうち、５

人が短期研修で大江町を訪れ

た。さらに、うち２人が本格

的な研修に移り、その後就農

を果たしている。
（注 6）OSIN（おしん）の会の名
称は、大江町がNHKの連続テ
レビ小説「おしん」のロケ地と
なったことと、大江町の「O」、
就農研修生の「S」、受入れの
意味を込めた「IN」が由来とな
っている。

（注 7）OSINの会では、新規就農
者や研修生も構成員となる。現
在の構成員は受入農家11人、新
規就農者13人、研修生 3人、賛
助会員 5人である。

ｂ　募集・研修

就農希望者の募集は、新農

業人フェアへの参加を通じて

おこなっている。そのほかにも、OSINの会

に直接応募する希望者もいる
（注8）
。

OSINの会では研修生の受入れに際して、

自己資金の要件や家族構成の要件はないが、

２年間の研修をする前に、１週間の短期研

修を実施している。

研修生をOSINの会として受け入れたう

えで、メンバーの地域農家のもとで実際の

研修がおこなわれる。地域農家と研修生の

マッチングは、希望作物と性格によって決

められており、カリキュラムもその農家に

任せている。

２年間の研修中は町が用意した研修生の

寮に住むことができ、生活費は農業次世代

人材投資事業の交付金でまかなうこととな

っている。

OSINの会が設立される以前、大江町では

NPO法人が推進する、地域活動に取り組む

協力員（緑のふるさと協力隊）の受入れをお

こなっていた。ここから農業の担い手にな

ることが期待されたものの、協力員は農業

にあまり興味がなく、実際に農業に従事す

る人を育成することができていなかった。

JAさがえ西村山すもも部会では「農業に

やる気のある人を、自分たちで探して連れ

てきた方がいい」として、新農業人フェア

等に参加する方法を検討していた。町から

フェアの参加に補助を受けるためには組織

を作る必要があったため、OSINの会が設立

された。

13年１月に開催された新農業人フェアに

大江町とともにOSINの会が参加した結果、

第5図　大江町における就農支援の体制

資料　大江町就農研修生受入協議会提供資料

研修生向けの寄宿舎の貸出
光熱費の負担
新規就農者向け住宅の建設

大江町

研修受入農家への支援
OSINの会の運営費助成
生産・栽培技術研修
共同作業場の建設
販路の確保

JAさがえ西村山

【設立】13年4月
【構成員】
　受入農家、研修生、新規就農者、
　賛助会員　
【事業内容】
　研修の実施、農地確保支援、
　就農後の営農支援、地域交流サポート等

大江町就農研修生受入協議会
（OSINの会）

受入窓口の一本化
受入農業経営者の登録
就農希望者の紹介

県農業支援センター
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詰め等を周りの人と協力しながらおこなう

ことができるようにしている。

住居については畑の近くで空き家を探し

てあっせんしているが、それでも見つから

ない就農者向けに、15年から町が毎年１棟、

新規就農者向け住宅を建てている。就農者

向け住宅の家賃は月５万円であるが、町か

らの家賃補助４万円と水道光熱費の補助１

万円があるので、実質無料で住むことがで

きる。この住宅には最大８年間住むことが

でき、その間に次の住居を見つける必要が

ある。

ｄ　定着

就農者は作る品目によってJAの生産部会

に所属している。スモモは日持ちが悪く、

直売や注文に合わせた出荷は難しいため、

スモモ生産者には共販の利用を勧めている。

スモモの収穫適期は１品種で１週間ほど

であり、規模拡大が難しかったが、JAさが

え西村山すもも部会では新品種の開発に取

り組み、現在は14のオリジナル品種がある。

一般品種と組み合わせることで、100日を超

えるスモモの出荷が可能となり、500万円を

超える収益を上げることもできるようにな

った
（注9）
。

また、新規参入者が部会に加入すること

で、卸売市場の関係者から「今後も続く産

地」として評価され、他産地との差別化に

つながっている。

OSINの会では、研修生と地域住民との

交流会も開催している。地域に溶け込める

雰囲気を、地域農家や先輩就農者から作る

OSINの会の研修には、１年目と２年目で

研修受入農家を変えるという特徴がある。

これは、同じ作物を栽培していても農家に

よってやり方が異なることや、２年間同じ

所にいると人的ネットワークにも偏りがで

きてしまうことが理由となっている。
（注 8） 山形県には新規就農相談の窓口となる組織
があり、次項（3）で述べる。OSINの会では当
該組織からの紹介のほか、新農業人フェア等を
通じて、独自に研修生を募集している。

ｃ　就農

OSINの会の研修生は、後継者のいない

農地を借りて就農している。現在、地域の

担い手農家による集積も手一杯となってき

ており、就農地の確保が問題になることは

ない。また、町内で誰がやめるという話も

すぐに入ってくるので、情報収集もできて

いる。

一方で、研修修了時に、希望する樹種で

成木のある畑地を借りられるかどうかとい

う課題はある。研修の卒業生にはスモモ栽

培を希望する参入者が最も多いが、スモモ

はやめる農家が少なく、タイミングよく成

木を入手できることが少ない。成木の果樹

が借りられず、改植中などで収入のない就

農者は、共同でブロッコリーと枝豆を栽培

している。

また、OSINの会では18年に機材置場兼共

同作業所を整備している。研修生が共同で

利用できる機械（草刈り機やスプレーヤー）

を町が準備し、JAが所有する古い倉庫を改

修して置き場としている。そして、そこを

共同作業所にすることで、スモモのパック

農林中金総合研究所 
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おこなっている。

（3）　JA山形市セルリー団地

ａ　概要

JA山形市では、14年からセルリーの団地

化プロジェクトを進めている（第６図）。こ

の背景には、管内でセルリー栽培が縮小し

ていることに組合員とJAが危機感を共有し

たことから始まる。

JA山形市管内でのセルリー栽培は1968年

に始まり、90年代には東北随一のセルリー

産地となった。しかし、2000年頃から生産

者・出荷額ともに減少し、団地化プロジェ

クトの始まる前年（13年）には、出荷額が

ピーク時の３分の１まで落ち込んでいた。

このことに危機感を覚えたセルリー農家

がJAに相談したことが契機となって
（注10）
、JAは

JA全農山形と「『山形セルリー』農業みら

ことで、仲間づくりを進めている。
（注 9） 一般品種は 7品種。早生で 7月上旬、晩生
で 9月下旬までが収穫期となる。これに対し、
オリジナル品種は最晩生で10月中下旬まで収穫
可能となる。

ｅ　小括

大江町では、農業者の組織を中心とした

新規参入支援がおこなわれている。当初

OSINの会は研修生募集のために設立され

た組織であったが、現在は生活面も含めた

支援で、なくてはならない存在となってい

る。

OSINの会設立前にも農家は農業支援セ

ンターからの紹介で農業研修をしていたが、

研修生を作業員のようにあつかい、独立に

向けた研修をしない農家もいた。しかし、

組織で受け入れるようになってからは、受

入農家にも研修の意識が高まったほか、受

入農家と研修生にミスマッチ

があった場合には、別の農家

が受け入れることができるな

どのメリットが生まれてお

り、就農後は100％定着して

いる。

JAは就農後の経済事業での

関わりが主なものであるが、

OSINの会はJAのすもも部会

を母体としており、就農者の

多くが部会員になるなど、JA

とOSINの会とのつながりは大

きい。また、助成金、共同作

業場となる倉庫の供出など、

OSINの会の活動への支援も

第6図　JA山形市セルリー団地での就農支援の体制

資料　JA山形市ヒアリング結果をもとに作成

セルリー団地の整備
施設・機械の整備
販路の確保
山形セルリーのブランド化
（GI、JGAP団体認証、地域団体商標）

団地建設の補助事業
技術指導
小農具補助
家賃補助

山形県・山形市

受入窓口の一本化
受入農業経営者の登録
就農希望者の紹介

県農業支援センター

プロジェクトを共同で立ち上げ
プロジェクト全般での連携

ＪＡ全農山形

ＪＡ山形市

ＪＡ山形市
セルリー部会

セルリーの販売戦略の策定
商流・物流

研修受入（部会員による研修）
就農後の技術指導

全農ライフサポート
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業経営者として農業支援センターに登録さ

れている。この２人はJA山形市のセルリー

部会員であり、研修後も含めてJAや部会に

よる一体的な支援体制がとられている。

JAでは新規就農に向けた支援において、

「指導がきちんとできるかどうか」が重要

と考えている。そのため、研修生の指導は

技術のある２人のセルリー農家に任せてい

る。一方で、JAは農地や施設の整備、生産

物の販売を担当する。
（注11） 法人への雇用就農であれば農業会議、親元
就農であれば県の農林大学校が主な窓口となる。

　　農業支援センターでは相談の受付のほか、移
住体験ツアーや短期研修を開催しており、実際
の就農・研修プロセスに入る前段階で農業や地
域について知ってもらう機会を設けている。

ｃ　就農

JA山形市では、セルリーでの新規参入者

の多くがセルリー団地で就農している。現

在、団地を利用している農家は８人おり、

うち６人が新規参入者である。

セルリー団地は行政からの補助事業を活

用しつつ、現在までに栽培用ハウス74棟、

育苗ハウス１棟、出荷調製施設３棟が建設

されている。

新規参入者には１人あたり最大で10棟ま

でをリースしており、栽培ハウス１棟（100

坪）あたりのリース料は年間10万円である。

このリース料には、JAが整備した共同利用

農機の一式（トラクター、管理機など）や井

戸の利用料も含まれている。ただし、就農

初年度は様々な経費が必要なことからリー

ス料を減免しており、参入初期の資金的負

担を軽減している。

い基地創生プロジェクト」を立ち上げ、セ

ルリー栽培の振興に取り組むこととなった。

同プロジェクトは①生産拠点（セルリー

団地）の整備、②新たな担い手の育成・栽

培技術の伝承、③ブランド確立を３本柱と

しており、行政の補助事業も活用しながら、

取組みが進められている。

規模拡大の意向を持つ組合員もセルリー

団地を利用することができるものの、就農

希望者から見れば、就農地があり（①）、部

会員である農家のもとで研修する制度が確

立され（②）、ブランド化による有利販売も

可能な（③）産地が形成されているといえ

る。
（注10） JA山形市では、JAの役員が農業について
組合員からの相談を受け付ける「農業相談日」
を、14年から週に 1度実施している。

ｂ　募集・研修

山形県には新規就農相談の窓口として、

公益財団法人やまがた農業支援センターが

ある
（注11）
。山形県で独立就農する場合、短期研

修と研修農家のもとでの研修が必要であり、

一般には研修先農家を農業支援センターか

ら紹介される。研修先はセンターが定めた

受入体制や研修の質などの要件をクリアし、

受入農業経営者として事前登録した農家か

ら選ばれる。

JA山形市ではセルリー団地への就農につ

いて、基本的に農業支援センターを通じて

募集をしている。そのほかに新農業人フェ

アやSNSの利用、県立農林大学校にPRしに

行くなどしている。

現在、管内のセルリー農家２人が受入農
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このほか、県からの助成として、就農後

３年目まで小農具の購入補助（費用の３分の

１、上限30万円）を、年１回利用することが

できる。住居については、山形市から半額

の家賃補助（上限４万円/月）を最長７年間

受けることができるが、セルリー団地近く

でアパート等を見つける必要がある。

ｄ　定着

新規参入者の生産物の販売はJAを通じて

おこなわれている。JAでは山形セルリーの

GI（地理的表示）の取得や、有名料理人との

コラボレーション、生協との取引など、セ

ルリーのブランド化や市場価格に左右され

ない販路の確保に向けた取組みを進めてい

る。このため、新規参入者の生産物であっ

ても有利販売ができるようになっている。

また、セルリー部会のなかに「GAP研究

会」を組織し、18年９月にJGAPを団体認証

で取得している。このJGAP取得に向けた

取組みのなかで、それまで経験と勘でおこ

なわれてきた栽培方法を文書化しており、

それが新規参入者への技術の見える化にも

つながっている。

新規参入者は部会を通じて、地域のベテ

ラン農家から知識や技術を取得しているほ

か、同じ団地内に新規参入者がおり、育苗

などで共同作業をしているので、横のつな

がりもできている。

ｅ　小括

山形市は、JAが主導してセルリー振興に

取り組んでいる。その一環として、ハウス

団地化した生産拠点での就農支援を展開し

ている。この結果、セルリー部会員の数も

14年から３割増加し、セルリーの出荷量・

販売額もそれぞれ大きく増加している。

団地での新規参入者を、今後いかに地域

の担い手として育成していくかが課題とな

る。

3　考察
―連携による新規参入支援と

　 農協の役割―

本節では、各事例の取組みについて、新

規参入支援における連携の効果、連携体制

における農協の役割、連携体制のあり方の

観点から検討していきたい（第３表）。

（1）　連携の効果

それぞれの事例では、募集、研修、就農、

定着の各段階内で農業者や関係機関が連携

することによって地域として農業者を受け

入れる体制がとられている。

第一に募集段階では、連携によって募集

活動の量や質が向上している。ここでは行

政が活動の助成や支援をおこない、実際の

就農相談は農業者グループが担うなどの役

割分担が見られる。特に大江町の事例では、

農業者グループのみでは新農業人フェア等

への参加が難しかったものの、行政からの

補助を受けることでそれが可能となってい

る。

第二に研修段階で研修施設や住宅の確保

も課題となる。むかわ町の事例では、町や
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第四に定着段階においては、就農者への

継続的なフォローが可能となっている。研

修受入農家だけでなく、農家グループや農

協の部会による活動を通じて、継続的に新

規参入者の経営をフォローすることが可能

となっている
（注12）
。

以上、支援の各段階での連携では、ハー

ド面（活動への助成や施設等の整備）とソフ

ト面（実際の相談や研修の対応、必要な情報

の収集）を複数の主体で担うことによって、

支援の内容を充実させている。
（注12） 農業次世代人材投資事業では、17年度以降
の新規交付対象者について、関係機関に所属す
る者および関係者で、サポートチームを構成す
るものとしている。
サポートチームは、原則として10月と 4月の
年 2回、交付対象者を訪問し、経営状況の把握
および諸課題の相談に対応する。

農協が連携することによって、研修のため

の施設を整備している。これらの施設では、

設置に行政が関わるものの、運営は現場に

近い主体に任せられていることも特徴であ

る。

また、むかわ町や大江町では研修生用の

住宅を町が整備するなど、生活に向けた支

援も見られる。

第三に就農段階での農地の確保である。

むかわ町や大江町では、行政が空き家や農

地の情報を集めるだけでなく、農協や地域

農家と連携することで、離農予定や賃貸希

望等の農業者の意向についても情報を共有

している。また、山形市の事例では、農協

が補助事業を活用してセルリー団地を整備

することで、農地を確保している。

事例 北海道むかわ町 山形県大江町 JA山形市セルリー団地
関連農協 JAむかわ ＪＡさがえ西村山

JA山形市
受入組織 むかわ町新規就農等受入協議会

むかわ町地域担い手育成センター OSINの会

作目 トマト、春レタス、ニラなど 果樹（主にスモモ） セルリー
活動開始 2010年 2013年 2012年
実績 独立就農10組、実践研修者2名 独立就農13名、研修中3名 新規就農者8名、研修中3名

研修先 協議会メンバーのもとでの農業体験
→研修農場 OSINの会メンバー JAのセルリー部会員

（受入農業経営者）

協議体や
関係機関
の役割

・募集体制の整備
・営農モデルの作成
・研修農家の選定
・研修農場の整備（町）
・研修生用住宅の確保（町）
・農地の確保（地域農家・町）
・助成措置（町）
・サポートチームの一員として訪問

・募集体制の整備
・営農モデルの作成
・研修農家の選定
・研修生住宅の確保（町）
・助成措置（町）
・農地の確保（地域農家）

・募集体制の整備
・研修農家の選定
・技術指導
・助成措置（市）

農協の
役割

・担い手センター事務局
・JA内に相談室を設置
・研修農場の整備
・地域農家の意向に関する情報提供
・部会への加入
・経済事業の利用（購買、販売）
・サポートチームの一員として訪問

・OSINの会への活動助成
・部会への加入
・経済事業の利用（購買、販売）
・OSINの会を通じたフォロー

・山形セルリー団地を建設
・就農用ハウスのリース
・共同利用農機の貸出
・部会への加入
・経済事業の利用（購買、販売）
・山形セルリーのブランド化

資料 　各事例へのヒアリング結果をもとに作成

第3表　本稿の事例のまとめ
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とを示している。

（3）　連携体制のあり方

最後に連携体制については、実際の事例

ごとに異なり必ずしも同一ではない。むか

わ町と大江町では、研修を担う農業者グル

ープが組織され、農業者グループと関係機

関の間での連携が見られる。一方で山形市

の事例では、研修を担う農業者のグループ

は組織されず、農協が部会員である農業者

と連携して研修に取り組んでいる。

こうした違いによって、支援の方向性や

役割分担にも相違が見られる。農業者グル

ープが研修を主導する場合、就農支援は地

域農業の維持を主な目的として展開される。

この場合、農協では部会等を通じた、就農

後の地域への溶け込み支援と経営のフォロ

ーが重要となる。

農協が研修を主導する場合、特定品目の

生産振興やブランド化といった地域農業へ

の新たな取組みが見られ、農協には販路の

拡大やPRなどのマーケティング活動が一

層期待される。

おわりに

本稿では農業への新規参入支援の事例を

取り上げ、関係機関の連携による効果、そ

のなかで農協の果たす役割、連携体制のあ

り方を検討した。新規参入支援は地域農業

の担い手を確保・育成する取組みであり、

農業・農村の活性化を目指すものである。

その意味でも、新規参入支援に取り組むこ

（2） 連携のなかで農協の果たす役割

連携による新規参入支援の充実について

見てきたが、ここではそのなかで農協が果

たす役割について検討していきたい。

まず、募集から就農に至る段階では、行

政や地域農家の役割が大きいものの、農協

は農地・空き家に関する情報提供や研修生

からの相談受付などの役割を担っている。

それ以外にも、新規参入支援に関する協

議体の事務局を農協職員が担ったり、農協

の生産部会員が研修を受け入れたりと、支

援体制の構築や充実への貢献も指摘できる。

そして、定着段階においては、経済事業

機能の発揮が農協に期待される大きな役割

となる。

実際に本稿の事例では、新規参入者は購

買・販売ともに農協を利用していることが

多く、農協を利用することによって、技術

習得の途上である新規参入者が生産に集中

することが可能となっている。

また、新規参入者が共同で利用できる農

業機械や施設を農協が整備することで、就

農初期における資金面での支援もおこなっ

ている。

さらに、生産部会への加入を通じた農業

者との交流と技術情報の取得も、新規参入

者の地域への溶け込みや技術の向上に役立

っている。大江町や山形市では、新規参入

者支援に取り組んだことで部会員の数が増

加し、その活動も活発化している。

以上は、農協が新規参入支援に取り組む

ことは、地域での支援体制の充実や農協の

事業利用の観点からも意義があるというこ
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（ながたに　たすく）

とは、農協の事業・経営に資するものであ

るといえるだろう。

まず、連携の効果については、関係機関

がそれぞれの持つ資源や情報を有効に活用

することができるようになり、就農支援の

効果を高めることが期待できる。

また、農協については、経済事業体とし

ての役割だけでなく、地域農家に関する情

報の提供や研修生へのフォロー、支援体制

への貢献という役割も果たしていることが

明らかとなった。

最後に、本稿で取り上げた事例の共通点

として、支援体制構築のきっかけが地域農

業の将来に対する農業者の強い危機感であ

ったことが指摘できる。この危機感が、地

域として新規参入者を受け入れる意識の醸

成、関係機関の協力と支援の連携体制構築

の起点となっている。新規参入支援に向け

ては、まず第一に地域全体として、今後の

農業のあり方について具体的に検討する必

要があるだろう。

　＜参考文献＞
・ 和泉真理（2018）『産地で取り組む新規就農支援』（板
橋衛監修）筑波書房、JC総研ブックレット№23

・ 稲本志良（1992）「農業における後継者の参入形態
と参入費用」『農業計算学研究』第25号、 1～10頁
・ 内山智裕（1999）「農外からの新規参入の定着過程
に関する考察」『農業経済研究』第70巻第 4号、184

～192頁
・ 江川章ほか（2000）「農業への新規参入」『日本の
農業―あすへの歩み―』第215号

・ 香川文庸（2009）「農業者のキャリア形成とキャリ
ア支援」小田滋晃・増渕隆一編『農業におけるキ
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農協における部門横断的な
情報共有体制と事業間連携

目　次
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（3）　ビッグデータの活用
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（2） 情報共有にかかる職員の習慣化

（3） 情報活用の展開可能性

おわりに

〔要　　　旨〕

総合事業を営む農協では、異なる事業部門間でいかに情報を共有するかということが課題
となる。こうした部門横断的な情報共有は、総合事業性の発揮や利用者目線での事業運営、
ビッグデータの活用にもつながると考えられる。
全国的な農協の動向と 4つの取組事例の検討から、今後部門間の情報共有体制を構築する
うえでのポイントとして、次のことが指摘できる。まずシステム面での情報共有は、利便性
の反面で一定のコストも要する。またシステムを広域的に導入する場合は、連合会・全国機
関と単協が担う範囲について議論を深める必要がある。次に日々の業務としての情報共有で
は、職員の習慣化が課題となる。とくにシステムの活用の定着には、定期的な研修が必要に
なる。最後に共有された情報の活用方法については、多様な利用者のニーズに対応するなか
で、農協内での包括的な事業間連携や地域の外部事業者におよぶ連携等のさまざまな展開可
能性をもつ。

研究員　藤田研二郎
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1　部門間の情報共有の重要性

（1） 総合事業性の発揮

今日、部門間の情報共有体制が重要とな

る背景として、まず農協の総合事業体とし

ての特徴をいかに発揮するかという問題が

ある。この総合事業体という特徴は、既存

の研究でもしばしば農協の事業展開上の優

位性を導くものとして注目されてきた。

例えば柴垣（2019）は、総合事業体とし

ての農協の優位性を、複数の事業で共通に

かかるコストを一元化によって削減する「範

囲の経済効果」、採算性は劣っても組合員

の満足度が高い事業を実施することで他の

事業も利用されるようになる「波及効果」、

多様な商品・サービスを併せて提供するこ

とで農協自体への帰属意識が高まる「組織

面効果」といった観点から、理論的に整理

している。

またJAグループの自己改革との関連で

も、今後持続可能な地域社会の実現にあた

って、総合農協の役割はますます重要にな

っていくと考えられる。

ただし上記の効果は、単に農協が総合事

業体であるからといって、おのずと発揮さ

れるものではない。というのも事業間の縦

割り構造が強く存在する場合は、優位性を

十分発揮できないということもあるからだ。

柴垣（2019）でも、これらの効果を発揮す

るにあたって、事業間連携の強化が指摘さ

れている。部門横断的な情報共有体制の構

築は、その重要な基盤の一つとなる。

はじめに

日本の総合農協では、営農・経済事業ば

かりでなく信用・共済・福祉事業等、地域

住民の生活全般にかかわる幅広い事業が運

営されている。そして、これらの事業を営

むにあたって農協の組織内では、おおむね

事業ごとに部門が構成されている。具体的

には営農部、経済部、金融部、共済部とい

った事業部門ごとの分業を発達させること

で、さまざまな組合員・利用者のニーズに

ついて専門的な対応を行うことが可能とな

っている。

一方でこうした分業の発達は、裏腹の問

題として、部門ごとの縦割り構造を生じさ

せてしまう。この縦割りの問題を回避する

ためには、異なる事業部門間でいかに情報

を共有するかということが、一つの課題と

なる。こうした部門横断的な情報共有は、

今日重視されている農協の総合事業性の発

揮や、利用者目線での事業運営にもつなが

ると考えられる。

そこで本稿では、農協における部門横断

的な情報共有体制について検討する。まず

今日、情報共有が重要となる背景について

整理したうえで、とくに農協での情報共有

について検討すべき課題を提起する。そし

て、全国的な動向と４つの農協における取

組事例を検討し、情報共有とそれにもとづ

く事業間連携を今後進めるにあたって、留

意すべきポイントを考察する。
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けるデータ活用は、現状必ずしも進んでい

るとはいえない。

例えば、日本銀行が2018年12月に実施し

たアンケート調査によれば、「営業活動にお

ける顧客データの活用状況」について「活

用できていない」「収集・蓄積が十分でな

い」と回答した機関は、地域銀行で69.2％、

信用金庫で73.5％に上った（第１図）。この

うち活用できていない要因については、「人

材やノウハウが不足」「システムが未整備」

「顧客データの統合がされていない」の回

答割合が高い（日本銀行金融機構局（2019））。

地域金融機関におけるデータ活用は、ま

だ発展途上である。しかし裏を返せば、今

後も革新的な取組みを行う余地が十分残さ

れているといえるだろう。農協でも、デー

タ活用に向けた対応が必要とされる。

2　情報共有にあたっての課題

（1） 事業別の部門・連合会・データベース

以上のような意義をもちうる部門間の情

（2） 多様な利用者のニーズへの対応

次に利用者のニーズにいかに対応するか

という観点からも、部門間の情報共有は重

要な意義をもつ。近年准組合員の増加に伴

い、農協の利用者は多様化している。また

地域住民は、それぞれのライフスタイルに

もとづき多様なニーズを有しており、単一

の事業のみによって対応できるものではな

い。すなわち、地域社会のさまざまなニー

ズに応えていくためには、多様な事業を運

営する農協内での横の連携を強化していく

必要がある。

さらに農協の信用事業に関連して、近年

金融機関では、顧客本位の業務運営やライ

フプランサポート等、利用者目線での事業

運営が重視されている。ここで利用者の視

点に立った商品・サービスの提供を実践し

ていくためには、金融機関側でも自身の利

用者について十分理解しておくことが不可

欠である。この点総合農協は、さまざまな

事業間での情報共有を通じて、多角的な観

点から利用者のニーズを把握できるという

強みをもつ。

（3） ビッグデータの活用

さらに、幅広い事業を営む総合農協に集

積される情報は、さながらビックデータで

ある。とくにシステム面での部門横断的な

情報共有は、農協におけるビッグデータの

活用という論点を含む。

金融機関の競争が激化するなかで、今後

ビッグデータの活用の重要性が増すことは

必至とみられる。一方で地域金融機関にお

金融機関計
（378機関）

大手行等
（21行）

地域銀行
（104行）

信用金庫
（253庫）

資料 日本銀行金融機構局（2019）

（%）

第1図　金融機関の営業活動における顧客データの
活用状況（2018年12月）

100806040200

28.8 56.9

47.6 38.1
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69.2
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相当程度活用できている あまり活用できていない
ほとんど活用できていない 収集・蓄積が十分でない
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雑さもあって導入が容易ではない。とくに

信用事業や共済事業については、それぞれ

全国規模のデータベースに一本化されてい

るが、経済事業については、地域ごとの農

産物の違い等のため、全国規模のデータベ

ースが構築されていない。こうした状況が、

事業間のデータベースの統合をより困難に

している。

もっとも、このように部門・連合会・デ

ータベースが事業別に構成されていること

自体は、利用者のニーズについて専門的な

対応を行うため、事業ごとの分業を発達さ

せてきたことの帰結といえる
（注2）
。また従来、

農協では組合員・利用者との「顔の見える

関係」のなかでの事業運営を強みとしてき

たこともあり、データマーケティング的な

手法を必ずしも必要としてこなかったとい

う側面もある。

しかし近年の合併に伴う農協の大規模化、

店舗再編やデジタルチャネルの普及のなか

で、組合員・利用者との間に従来と同程度

の深い関係性を維持していくためには、農

協内の多角的な情報の共有、データ活用が

重要な選択肢の一つとなる。

また従来的な顔の見える、属人的な関係

性だけでは、利用者の世代交代によって関

係が維持できなくなってしまう事態も想像

に難くない。利用者の高齢化のなかで、次

世代との継続的な関係を構築していくため

にも、農協内の多様な情報の集積・活用が

キーとなる。
（注 1） JA周南の事例については、藤田（2018）で
も紹介している。またJAいずも（現JAしまね）
の事例（島根県・JAいずも（2012））、JA東京む

報共有であるが、農協内でその体制を構築

するにあたってはいくつかの課題がある。

まず農協の組織内での部門、職員の配置

は、当然ながら事業別に構成されている。

また県域の連合会や全国機関も、例えば信

用事業では信用農業協同組合連合会（信農

連）、農林中央金庫、共済事業では全国共済

農業協同組合連合会（全共連）といったよ

うに事業ごとに形成されている。

上記のもとで、農協の実績管理は通常事

業ごとに行っており、職員の日常的な活動、

コミュニケーションも必然的に同じ部門内

に限定されやすくなる。部門横断的な情報

共有を促進するためには、現場レベルでこ

のハードルを乗り越える仕組みが必要にな

る。

また県域の連合会・全国機関の違いを反

映して、農協の組合員・利用者データベー

スも事業別に構築されている。そのため、

利用者の総合的な取引情報を閲覧するのに、

職員は事業ごとのシステム端末を別々に操

作しなければならず、事業間の情報共有を

阻む壁となっている。

この事業別のデータベースについては、

以前から単協レベルで統合に向けた取組み

がなされてきた。例えばJA周南（現JA山口

県）では1990年代後半から、「Triplet（トリ

プレット）」と呼ばれる総合情報システムを

開発しており、そのなかで利用者データの

一元化を行っている
（注1）
（金子（2012））。

ただしこうした取組みは、現在でも先進

的な事例に限られる。また県域・全国レベ

ルでの統合は、データベースの大きさ・複
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向調査」の結果から、農協における部門横

断的な情報共有体制の動向についてみてみ

よう。この調査では、全国の農協から抽出

した297組合を対象に、主に信用事業部門

の職員から回答を得ている。

組合員・利用者の潜在的なニーズにかか

わる就職、住宅購入、退職、相続等のライ

フイベントに関する情報について、収集・

共有することを業務上の施策としていると

回答した組合は全体の48.8％で、このうち

半数以上の59.3％の組合が、信用事業部門

からみた他部門で収集した情報も把握・閲

覧が可能であると回答した（第２図）。すな

わちこれらの組合では、何らかの部門横断

的な情報共有体制を構築しているものとみ

られる。なお施策としてはいないが、情報

収集・共有を行っているとする組合も、全

体の３割程度みられた。

信用事業部門と情報共有している他部門

としては、共済事業部門がもっとも多く

（87.2％）、営農、経済部門が約半数でそれに

次ぐ（第３図）。また「その他」の回答には、

生活事業部門や相続相談部門、葬祭部門等

さしの事例（宮崎（2012））のほか、県域の取組
みとしてJA宮崎中央会の事例（山口ほか（2001））
も参照。

（注 2） 専門分化によって部門ごとの縦割り構造が
生じること自体は、農協に限らず近代組織一般
にみられる現象である。社会学者のロバート・
K・マートンは、「官僚制の逆機能」として、同
調過剰と目標の転移というプロセスから、この
現象を説明している（マートン（1961））。

（2） 個人情報保護の問題

部門間の情報共有の検討に先立ち、個人

情報保護の問題にも触れておく必要がある

だろう。

事業者が個人情報を取得・利用するにあ

たって、個人情報保護法では、利用目的を

できる限り特定し、本人に通知・公表しな

ければならない。ここで情報を第三者に提

供する場合は本人の同意が必要であるが、

同一事業者内での情報の利用については同

意の義務までは課されていない。

利用目的の通知・公表について農協では、

ホームページのわかりやすい場所に掲示す

る、申込時に通知するといった対応がとら

れている。例えばホームページに掲示され

ている利用目的では、「当組合が提供する商

品・サービスに関する各種の情報のご提供

等」といった文言で、すべての事業での情

報の利用が明示されている。

3　情報共有体制をめぐる
　　全国的な動向

（1） 情報共有の施策

2019年６月に農中総研が実施したアンケ

ート調査「2019年度第１回農協信用事業動

第2図　ライフイベントに関する情報収集・共有
の施策の有無（n=297、2019年6月）

資料 農中総研「2019年度第1回農協信用事業動向調査」

【他部門との共有】

施策あり
48.8％

あり
59.3％

なし
40.7

施策なし・
共有なし

20.2
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共有あり

31.0
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なかで部門間の情報共有を行う組合も少な

くなく、合計で36.0％がこの方法を採用し

ていた。その他、上記の方法を除き「口頭

のみ」で情報共有を行うと回答した組合は

31.4％で、その20.9％は「すぐ担当者に連絡」

する体制を有する。「機会をみて担当者に連

絡」と回答した組合は、１割程度であった。

口頭のみと比べて、紙媒体の活用や各種

会合を回答した組合が多いことから、部門

横断的に情報共有を行うためには、日常的

なコミュニケーションだけに頼らない何ら

かの仕組みを構築することが重要であると

みられる。

4　農協における取組事例

以上の全国的な動向を踏まえ、４つの農

協の取組事例から、具体的な部門間の情報

共有体制、およびそれにもとづく事業間連

携のあり方についてみていこう。事例の概

要をまとめたのが、第１表である。

このうち３つの農協では、システムを活

用した情報共有が行われており、今日的な

動向のなかで注目される。ただしシステム

には一定の導入・運用コストがかかり、組

合によって導入が困難なところも少なくな

がみられた。

（2） 部門間の情報共有の方法

部門間の情報共有体制を有する組合につ

いて、情報共有の方法をたずねた質問の回

答結果が第４図である。このうちもっとも

多かったのは、業務日誌や組合員ノート、

あるいは専用の情報連携シート等の「紙媒

体」の活用（43.0％）であった。対して、コ

ンピューター上の業務日誌や組合員情報デ

ータベース等の「電子媒体」の活用は20.9％

で、現状では先進的な事例に限られるとみ

られる。

また会議や朝礼といった「各種会合」の

100

50

0

資料 第2図に同じ

（%）

第3図　情報共有する他部門の内訳
（n=86、2019年6月）
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第4図　情報共有の方法
（複数回答、n=86、2019年6月）
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情報共有方法 渉外体制
JA広島市 システムの活用：

各事業データベースから
の「名寄せ」

総合
JAべっぷ日出 複合
JAえひめ中央 信用専任

ありJA三重中央 情報提供カード等の活用
資料 　各農協提供資料

第1表　農協における取組事例の概要
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いとみられる。そこで本稿では、システム

以外の情報共有の方法をとる１事例につい

ても、検討対象に含んでいる。

また、とくに信用事業部門と共済事業部

門での事業間連携について、同じ渉外担当

者が信用・共済事業を兼任する複合渉外や

信用・共済・経済事業を兼任する総合渉外

体制より、信用専任渉外を含む体制の方が、

情報共有が重要となりうる。本稿ではそう

した取組事例として、２つの農協を取り上

げる。

（1） JA広島市

JA広島市は1993年に合併し誕生した農協

で、広島市、安芸郡府中町、廿日市市と山

県郡の一部を管内とする。2019年３月末時

点の組合員数は11万5,987人で、全国的にみ

て大規模な農協といえる。

部門横断的な情報共有体制について同JA

では、事業ごとのデータベースから同一利

用者の情報を紐づけ、各事業の取引データ

を一元化する「名寄せ」のシステムを独自

に導入している。これは「顧客情報システ

ム」と呼ばれるもので、2000年に稼働した。

名寄せの対象となるのは信用・共済・出資・

購買のデータで、システム上では同一利用

者のデータの一括表示や、各事業の利用状

況にもとづく利用者の検索等が可能となっ

ている。

また同システムの名寄せでは、同一個人

の取引データの紐づけばかりでなく、同一

世帯の構成員同士の紐づけも行っている。

それによって例えば渉外の訪問時、契約者

は夫だが在宅しているのは妻といった場合

でも円滑に対応できるほか、多角的な情報

を活用することで、結婚や出産・育児とい

った利用者のライフステージを把握できる

ようになっている。

さらに各利用者データには「特記事項」

として、フリーメモを残す機能が搭載され

ている。メモによって、渉外担当者が聞き

取ってきた内容、例えば利用者のライフプ

ランをはじめ、さまざまな情報が共有でき、

潜在的なニーズの把握に生かせるようにな

っている。各メモには、組合員組織の加入

状況、過去の出来事、趣味といった項目が

付けられており、項目に応じた検索もでき

る。とくに人事異動時、渉外が担当する組

合員を後任に引き継ぐ際に、積極的に活用

されているという。

以上のシステムの開発・運用は、同JAの

総合企画室情報開発課が担っている。名寄

せに関する基盤システムも、同課とシステ

ム会社が共同で開発したものである。

こうした取組みは、90年代後半から始ま

った。当時合併によるJAの大規模化、利用

者の多様化のなかで、そもそも利用者がど

ういう属性の人たちで、JAの事業全体から

みてどういう取引のある人たちなのかを、

改めて把握することが課題になったとされ

る。

また名寄せされたデータをもとに、総合

的な事業利用に応じて直売所等で利用可能

なポイントを付与する、ポイントカードの

導入が計画された。この計画は、02年に「ひ

ろしまるぽいんとかーど」として実現した
（注3）
。
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これらの取組みの経緯は、90年代後半に

さかのぼる。Windows95の発売に伴い同JA

では、２台のノートパソコンと１台のNT

サーバーを購入した。

これらの機器は当初文書作成や表計算に

使用していたが、そのなかで職員から「パ

ソコンを使って、各事業の利用者データを

一括で閲覧することはできないだろうか」

という要望が上がるようになった。また当

時、問題として認識されていた本支店間の

電話の多さ、文書回覧の遅さ、紙資料の多

さについても、「パソコンを使えば何とかな

るはず」という期待が生まれていた。

そうしたなかで99年、同JAは本支店間の

ネットワークを構築、また信用・経済事業

のデータを紐づける初期の名寄せシステム

を導入している。さらに2010年代初めから

は、共済事業のデータも合わせた現在の名

寄せシステムが稼働している。

同JAのシステムでも、世帯構成員の名寄

せや、利用者データにフリーメモを残す機

能が実装されている。それによって多角的

なデータにもとづく、潜在的ニーズの把握

が可能となっている。

このようにして一元化された利用者デー

タは、同JAのさまざまな事業運営に活用さ

れている。このデータ活用の代表例として、

「JA Kulca」の取組みがある。これは、同JA

の窓口で交通系ICカード「スターnimoca」

を作成した人を対象に、各事業の総合的な

利用状況に応じた直売所のクーポン券を毎

月送付するというもので、13年に開始され

た。利用者はJAでさまざまな事業を利用す

なおこれは、農協の総合事業性を生かした

ポイントカードとして、全国初の導入例で

ある。

同カードの利用者は19年７月時点で、JA

の全利用者中の３分の１程度に上る。同カ

ードは、利用者にJAに来てもらいたい、そ

れによってJAの幅広い事業を知ってもらい

たいという思いが込められたものであった

とされる。とくに員外利用者の積極的な組

合加入を促すため、組合員に優遇ポイント

が設定された。

そのほかにも情報開発課では、特定の条

件から抽出した利用者について、取引デー

タの変化を管理する「見込み客管理」の機

能等を開発しているほか、例えば市区町村

の人口統計と組み合わせたJA利用者のシェ

ア等、現場からの要望に応じた各種のデー

タ分析も行っている。
（注 3） 同カードは19年10月末をもってサービスを
終了し、20年 2月から「JAポイントサービス」
へ移行する（JA広島市「新たな『JAポイントサ
ービス』への移行について」）。

（2）　JAべっぷ日出

JAべっぷ日出は別府市、日出町、杵築市

の一部を管内とする農協で、2010年の合併

で誕生した
（注4）
。19年３月末の組合員数は１万

6,583人で、全国的には中規模の農協に位置

づけられる。

同JAも、信用・共済・経済事業の利用者

情報を紐づける名寄せのシステムを導入し

ている。こうしたシステムの開発・運用は

JA独自に行っており、総務部リスク管理・

審査・電算課が担当している。
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ないよう、アラームで取引発生を知らせ、

処理の進捗状況を管理するアプリを開発・

導入している。
（注 4） JAべっぷ日出の情報システムについては、
藤田（2019）も参照。

（3） JAえひめ中央

JAえひめ中央は松山市、伊予市、東温

市、伊予郡、内子町を管内とする農協で、

1999年に合併し設立された。19年３月末の

個人組合員数は３万9,345人である。

同JAでは、18年から愛媛県信農連の施策

として県下の農協に導入されているタブレ

ット端末、信用渉外担当者営業支援システ

ム「マブレッツ」を活用した事業運営が行

われている。とくに同JAでは、独自に名寄

せのシステムを開発しており、それによっ

て名寄せされた信用・共済・経済事業のデ

ータが、マブレッツ上に収録されている。

こうしたデータの収録は、他の農協に先行

して、現在同JAのみで行われているもので

ある。

マブレッツの導入に先立ち、同JAでは15

～17年度の「第５次中期経営計画」で「情

報一元管理システム」の構築が計画された。

これは、JAで独自に名寄せシステムを開発

し、タブレットを含めた情報検索活用シス

テムを導入するという構想であった。なお

同JAでは、合併前の旧農協時代から経済事

業のシステムを独自に開発・運用してきた

経緯があり、自前の開発・運用体制が確立

されているという。

この計画の背景には、次のような経緯が

あったとされる。まず同JAでは、以前から

ればするほど、付与されるランクが上がり、

割引を受けられるクーポン券の額が大きく

なる。

こうした取組みの背景には、従来直売所

しか利用していなかった、あるいは信用・

共済事業しか利用していなかった利用者に

対して、クーポン券を介した事業間の橋渡

しをしたいという思いが込められていると

いう。また利用者にとっても、多くの事業

を利用することでメリットが得られ、自発

的にJAの事業利用を拡大する動機づけとな

っている。

以上のほかにも、同JAでは独自にさまざ

まなツールを開発し、業務効率化に役立て

ている。

例えば利用者の本人確認書類をデータと

してシステム上に取り込めるようにしてお

り、度重なる本人確認の手間を解消してい

る。また従来はExcelで行っていた農産物

加工場の原価管理をアプリ化したことで、

大幅な作業負担の軽減を実現した。さらに

為替取引に関して、出張所で受けた依頼書

を支店で処理する際に伝達もれ等が起こら

JA Kulcaのクーポン券の例
（JAべっぷ日出提供資料より）
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現在同JAの渉外活動にかかわるほぼすべ

ての情報は、マブレッツ上で管理されてい

る。とくに渉外日報について、担当者は出

先でも日報を作成できるようになり、管理

者はこれまでより簡単に渉外活動の状況を

マネジメントできるようになった。業務効

率化という点で、職員に非常に好評である

という。

システム以外の側面でも同JAは、事業部

門間の横の連携について意識的である。例

えば現行の第６次中期経営計画でも、情報

一元管理システムに加えて、支所・ブロッ

ク内での部門横断的な職員のグループ化が

施策となっている。また支所では、職員間

の情報共有に紙媒体の「情報共有シート」

も活用されており、利用者のニーズに応じ

て信用・共済の渉外担当者が同行訪問をす

るといった場合もあるという。

以上３つの事例では、システムを活用し

た情報共有が行われていた。一方で全国的

な動向で確認したように、現状ではシステ

ム以外の情報共有方法をとる農協の方が多

い。以降ではそうした事例として、JA三重

中央を取り上げる。

（4）　JA三重中央

JA三重中央は津市久居、一志町、白山町、

美杉町を管内とする農協で、1989年の合併

によって設立された。全国的にみて中規模

の農協で、19年３月末の個人組合員数は１

万3,535人である。

同JAでは、住宅ローンにかかわる独自の

部門ごとの縦割りに対して、幅広く問題意

識が醸成されていた。事実同JAは後述のよ

うに、システム以外でも横の連携を強化す

るさまざまな施策を展開している。またそ

うしたなかで、利用者の多様なニーズに応

えるため、単一の事業によるサポートだけ

でなく、総合事業を通じた多角的なサポー

トの実現が課題とされていた。

ここで多角的なサポートを実現するため

には、基盤として部門横断的な情報の一元

化が必要となる。一方で従来のように、各

事業のシステム端末を別々に操作しなけれ

ばならない状況は、一つの壁として認識さ

れていた。

こうした中期経営計画の構想のもと、名

寄せのシステムの開発が進められるなかで、

愛媛県信農連から「県下の農協でマブレッ

ツの導入を図りたい」という提案があった。

両者の構想は最終的に合流し、マブレッツ

上に同JAで独自に名寄せしたデータを収録

するという形で、タブレット端末を導入す

ることとなった。

マブレッツの主な機能は、利用者の取引

情報の検索・閲覧、また渉外日報の作成・

管理である。リストアップした訪問先は、

地図上にプロットすることもでき、渉外活

動の効率化が図られている。また渉外担当

者が得た情報を自由に入力する「折衝メモ」

機能、さらに結婚やマイカー購入、住宅購

入予定といったライフプランを登録する「イ

ベントカレンダー」機能も搭載されており、

利用者の潜在的ニーズの把握に生かされて

いる。
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世代が中心であり、食と農を親子で学べる

機会として、農業体験は非常に好評である

という。

住宅倶楽部の運営は、金融共済部融資課

が担当している。同課が住宅倶楽部を創設

した背景には、近年の金融機関の競争の激

化によって住宅ローンの借換えが頻発する

なかで、本来なら30年前後の長い付き合い

をするはずの利用者が、JAから離れていっ

てしまう状況に、強い危機感がもたれてい

たことがあるという。

そのなかで「農協らしさ」の一つのあり

方として着目されたのが、総合事業、とく

に農とのつながりである。住宅倶楽部を発

案した融資課の担当者は、部門ごとの縦割

りが生じやすい状況に対して、事業横断的

に進めたいという思いは当初から強くあっ

たと語る。また営農経済部でも、地域活性

化や地産地消の取組みのなかで、さまざま

な人に地域の農業について知ってもらうこ

とが重要となっており、それぞれの問題意

識が重なることで両者の連携に至った。

住宅倶楽部を開始して以降、同JAの住宅

ローン残高は、19年３月末に前年比プラス

に転じている。また農業体験等の企画は、

大手のハウスメーカーや住宅生協、地元の

工務店等にも注目され、イベントのコラボ

レーションにつながるなど、積極的な展開

をみせている。「ライフプランにかかわる

JAの事業をすべてつなげ、利用者の多角的

なサポートを実現する。住宅倶楽部の試み

はそれに向けた出発点である」と同JAの担

当者は語る。

会員制度「住宅倶楽部」を、18年から開始

している。JAの住宅ローン利用者や住宅購

入予定者は、LINEとホームページで会員登

録をすることで、各種の特典を受けること

ができ、また会員向けには住宅ローン相談

会をはじめとする各種のイベントが開催さ

れている。会員数は、開始１年余りで931人

（19年６月末）と、順調な伸びをみせている。

同JAが特徴的なのは、この住宅倶楽部の

枠組みのなかで、さまざまな事業間連携に

取り組んでいる点である。例えばイベント

では、住宅ローンばかりでなく、共済や生

活センターの相談コーナーも設けており、

それらの事業部門との積極的な連携が図ら

れている。なおこのイベントは、子ども向

けの特典や似顔絵コーナーを設けるなど、

親子で来場しやすいように趣向が凝らされ

たものとなっている。

また19年４月からは、住宅倶楽部の会員

限定の企画として、キャベツの収穫やイチ

ゴ狩り等の農業体験を開催している。これ

は、営農経済部や子会社の「（株）JAアグリ

サポートだいち」との連携によって実現し

た。住宅ローンの利用（予定）者は子育て

住宅倶楽部の農業体験の様子
（JA三重中央ホームページより）
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以上のような事業間連携の取組みの背後

には、JA内の情報共有体制がある。とくに

同JAは、紙媒体の「情報提供カード」を導

入しており、ローンの借入状況からライフ

プラン等、利用者の潜在的ニーズの把握を

施策としている。

カードの導入は、頻繁な人事異動のなか

でも、利用者のニーズを継続的に把握する、

またカードの施策を通じて、改めて利用者

の声に耳を傾けるということを意図してい

るとされる。またこうした情報共有のなか

では、信用・共済の渉外担当者が同行訪問

を行い、利用者のニーズへの対応につなが

った例もあるという。

5　情報共有体制のポイント

以上４つの農協について、部門横断的な

情報共有体制とそれにもとづく事業間連携

の取組事例を紹介してきた。本節では、こ

れらの事例をまとめ、今後農協で部門間の

情報共有体制を構築するうえでのポイント

を考察したい。

（1） システムの利便性・コスト・役割

分担

まず前３つの事例では、システムの活用

は事業部門間の情報共有にあたって、大き

な利便性を有していた。とくに名寄せによ

る利用者データの一元化は、従来の事業ご

とのデータベース、各事業の端末を別々に

操作しなければならない状況を解消し、多

角的な情報を生かした利用者のニーズの把

握を可能にする。またタブレット端末によ

る日報の作成・管理は、渉外担当者や管理

者の業務効率化にも貢献していた。

一方で紙媒体による情報共有と比べて、

システムには一定のコストがかかるという

点は留意しなければならない。こうしたコ

ストは、単に開発・導入時のものばかりで

はなく、独自のシステムを運用する専担部

署の維持や、専門的な人材育成にかかわる

継続的なものも含む。この独自の体制の維

持にかかる課題は、農協へのヒアリングで

もしばしば聞かれた。

これらのコストについては、今後広域的

な対応のあり方が課題となるだろう。ここ

で、県域・全国レベルでシステムを導入す

る場合もあるが、広域的なシステムは効率

的な反面、単協にとっては必然的に自由度

が限られる。どの範囲を連合会・全国機関

が担い、どの範囲を単協が担うのかについ

ては、JAグループ内で議論を深める必要が

ある。

（2）　情報共有にかかる職員の習慣化

次に日々の業務として情報共有を実践す

るなかでも、留意しておかなければならな

いことがある。

というのも導入時、職員にとって情報共

有は、従来の業務のなかで“追加”的に行

う作業と捉えられがちである。こうした負

担感を伴う情報共有を、いかに習慣化する

かは一つの課題となり、定着に一定の時間

を要すると想定される。

この習慣化にかかる課題は、情報共有の
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の強い事業同士のみならず、営農・経済を

含む包括的な事業間連携に発展させていく

ことが、重要な方向性の一つとなる。とく

に農とのつながりは、信用・共済事業にと

って農協の独自性を打ち出す方法となると

ともに、営農・経済事業にとっても地域活

性化等の社会的課題解決のなかで、幅広い

地域住民に農協の役割を知ってもらう機会

となる。

今後は、名寄せ等のシステム面での下支

えのうえに、上記のような農協内での包括

的な事業間連携を構築することで、さらな

る事業間の相乗効果を期待することができ

る。例えば、農協内の多角的なデータを活

用した農業経営体の事業承継支援をはじめ、

コンサルティング業務への展開等が考えら

れる。こうした業務は、利用者の高齢化、

世代交代のなかで、近年とくにニーズが高

まっている。このように情報活用では、地

域金融機関のなかでの「農協らしさ」を示

しつつ、利用者の多様なニーズを満たす取

組みへの展開が注目される。

さらに利用者のニーズに応えるなかで、

農協の事業内にとどまらず、交通系ICカー

ドや工務店等、地域の外部事業者との連携

に広がっていた点も、今後の展開として重

要な示唆に富む。こうした地域の外部事業

者との連携は、将来的に農協の事業ばかり

でなく、他社の利用状況も含む情報を活用

したより多角的なニーズの把握、サポート

の実現につながりうる。FinTech（フィンテ

ック）等の革新的な技術に展開する潜在性

も秘めている。

方法がシステムかそれ以外かによらず、農

協のヒアリングのなかで幅広く聞かれた。

一方で共有のために記録された情報は、例

えば人事異動時の引継ぎに役立つという声

もしばしば聞かれた。このように、情報共

有は自分自身にとってもメリットがあると

いう認識を幅広く共有することが、職員の

習慣化において重要となるだろう。

またシステムの導入例について、日々の

業務のなかでシステムを十分活用できてい

るか否かは、職員個人の力量によるところ

が大きい。そのためOJT（オン・ザ・ジョ

ブ・トレーニング）でシステムの活用を促し

ているだけでは、職員間で活用状況に差が

生まれてしまいがちである。定期的な職員

の研修を行うことも、システム活用の定着

には必要となる。

（3）　情報活用の展開可能性

最後に、部門横断的で共有された情報の

活用方法については、今後もさまざまな展

開可能性がある。

この情報活用は、従来的な商品・サービ

スの複合取引を提案するといった事業推進

のあり方にとどまらない。例えば、総合的

な事業利用に関する情報にもとづき、ポイ

ントやクーポン券を付与するなど、複合利

用によって利用者自身もメリットの得られ

る仕組みを、いかに構築するかが重要と考

えられる。それによって利用者は、自ら農

協の事業利用を拡大するためのインセンテ

ィブをもつ。

また信用・共済といったそもそも関連性
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知見を積み重ねていく必要がある。
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おわりに

本稿では、農協における部門横断的な情

報共有体制とそれにもとづく事業間連携に

ついて検討してきた。

先述のように地域金融機関においてデー

タ活用は、現状必ずしも進んでいるとはい

えない。また農協においても、とくにシス

テムを活用した部門間の情報共有は、依然

先進的な事例に限られる。

一方でこうした情報共有は、農協の総合

事業性の発揮や利用者視点での事業運営に

つながるポテンシャルを有している。事例

として取り上げた４つの農協でも、多角的

な情報を生かした潜在的ニーズの把握や、

営農・経済事業部門も含む多様な連携を実

践していた。

これらの事例は、農協内でのより包括的

な事業間連携や、地域の外部事業者におよ

ぶ幅広い連携、さらにそれらを通じた多様

な利用者のニーズへの対応に展開する可能

性を示している。事業部門や組織を越えた

情報共有、連携の取組みについて、今後も
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講師　マリリン・フィリッピ博士（Maryline Filippi）
〈フランス ボルドー大学 経済学部教授〉

〔講師と講演について〕

2019年 3月29日に、フランスのボルドー大学経済学部教授、マリリン・フィリッピ博士を

講師に迎えて、フランスの農協についての講演会を当社で開催した。これはその記録である。

フィリッピ博士は大学で教鞭をとるとともに、フランス国

立農学研究所（INRA）の研究員であり、農協を監督する農業

協同組合高等評議会（HCCA）の委員も務める、農協研究者

である。

フランスはEU第一の農業大国ではあるが、川下では大手

加工・流通資本等の寡占化が進み、また輸入農産物との競争

も厳しい。そうした状況のもと、フランスでは、小規模な農

協が減少する一方、商事法に基づく多くの子会社を抱える大

規模な農協グループが発展し、農協全体として売上高、職員

数ともに増加している。その背景には、農協の強化につなが

った法制度が存在していることを博士は指摘している。

〈講演録〉フランスの農協
─法制度が農協や農業者の競争力向上にどのように影響しているのか─
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形で変化しており、各国の農業政策もその

枠の中で展開されなくてはなりません。ま

たEUの共通農業政策において農業に対す

る支援金はどんどん減少しています。

EUで、フランスは現在、食と農業のリー

ダーであり、EU最大の農業国です。農業生

産量は非常に多く、農地、耕作地の面積も

大きく、農業分野で働いている人間の数も

非常に大きなものです。農業者数は77万人

でフランスの労働力人口の３％強です。農

家数は44万戸でこの20年間に半減し、農家

の集約化が進んでいます。

フランスの農業の特徴は、農産物が非常

に多様性に富んでいることです。極めて質

の高い農産物がたくさんあります。原産地

表示などいろいろな農産物ラベル等の仕組

みがあり、フランスの原産地表示をもとに

してEUの原産地表示の仕組みがつくられ

ました。フランスで栽培する限り、遺伝子

組換え作物は禁止されています。ユネスコ

でフランス料理は無形文化遺産として登録

されました。「テロワール（terroir）」という

のは、地形、水質、土壌、気候、および人

間に由来する文化などを同時に現し、地域

と農産物を結びつけるフランス独特の概念

であり、フランス独特のものの価値をでき

るだけ前面に打ち出していきたいという方

針です。

また、フランスの農産食品産業（agri-food 

industries）は、売上高も大きく非常に力強

い産業ですが、極めて小規模な企業によっ

て支えられています。フランスでもしばし

ば忘れられがちですけれども、この農産食

はじめに

まず冒頭に申し上げたいのは、農業とい

うのはとても戦略的な大事な分野であると

いうことです。というのも、食、エネルギ

ー、環境などに関係していますし、農業に

よって、農家、そしてまた社会自体が変わ

ってくるからです。

農業というのはSDGs（持続可能な開発目

標）にも応えるものです。農業により気候

変動や生物多様性の課題などにも対応して

いくことができると思っています。したが

って、農業、食、環境への支援策というの

は、社会にとっても極めて重要な要素です。

このため、農家の役割は極めて重要なも

のですが、農家の数は年々減少しておりま

す。それは日仏共通の懸念事項かと思いま

す。

今回の講演会は２部構成です。

まず、前半は、フランスの農業と協同組

合の状況について見ていきたいと思います。

そして、後半は農家と農協に対してとら

れてきた政策、法令、そして措置などにフ

ォーカスしていきたいと思います。

1　フランスの農業と農協の状況

（1） フランスの農業

最初に申し上げなくてはいけないのは、

フランスの農業はEUの枠内で位置づけられ

ていることです。そして、EUの共通農業政

策は、最近、環境問題へ配慮をするような
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している存在です。

複数の農協が集まって新しい農協連合を

つくるときに、それをユニオンと言います。

例えば、インヴィヴォ（InVivo）は、223の

農協が一緒になってつくっているユニオン

です。

ワイン、果実、野菜、穀物、乳製品など、

農産物および農産食品の全ての分野で農協

は大変なプレゼンスを誇っています。 

日本の農協のモデルとかなり違う、フラ

ンスの農協の特徴についてお話ししたいと

思います。

フランスの農協は日本の農協と違い総合

農協ではなく、信用事業も共済事業も行っ

ていません。

農協の数は減ってきていますが、農協の

内容は非常にばらつきがあり、性格も違い

ます。小さな農協は衰退しており、例えば

2010年には、職員数10人未満の小さな農協

の売上高は、農産物と食品売上高全体の

１％しか占めていません。しかし、品質の

高さが重要な牛乳やワインの分野では、零

細な農協が存続しています。

他方、大手の農協グループは成長し、非

常に急速なスピードで発展しています。上

品産業はフランスの競争力の重要な源でも

あります。

（2） フランスの農協

フランスの農協について見ていきましょ

う。農協の数は大幅に減少していますが、

売上高と従業員数はむしろ強く伸びていま

す（第１表）。

現在、フランスでは2,400の農協がありま

す。その中には売上高が10億ユーロ以上の

非常に大規模な農協が13あります。しかし、

農協の90％は極めて小さな農協です。また

農協の本店の75％は大都市ではなく、農村

部に位置しています。

農家の４人に３人は農協に参加しており、

農協に加入している農家のうち５万人は農

協の中で役員などの責任のある職を担って

います。

農協の売上総額は844億ユーロです。

最近注目されているのは、食品ブランド

の３つに１つは農協が所有するブランドだ

ということです。有機農業の農協は550で

す。フランスのワインの２本に１本は農協

がつくっているものです。雇用の面でも、

農協は極めて多くの人間（19万人）を雇用

65年 72 78 00 06 12

農協数 5,717 4,700 4,141 3,700 3,200 2,850
売上高
（10億ユーロ） 3.1 7.6 16.8 64.8 77.7 83.7

従業員数（人） 80,211 95,700 107,000 150,000 150,000 160,000
以上

出典 　講演資料より抜粋、以下同じ
原資料　1978年までSCEES、その後Coop de France
（注） 　農協数には、SICA（農業・農村の共通利益のための協同組合）を含み、CUMA（農業機械共

同利用組合、2011年現在11,500）を含まない。

第1表　1965年以降のフランスの農協の発展
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2　農協に関する政策、
　　法制度、措置　

（1） フランスの法制度の枠組みと財政

支援

第２表に、フランスの農協に影響を与え

た主要な法律（左側）と財政（金融）その他

の支援策（右側）をまとめています。

フランスの農協は、農漁業法典（第Ⅴ編、

第Ⅱ章 農業協同組合）に定義されています。

農漁業法典は、農業、林業、漁業などに関

するいろいろな法律が集まったものです。

農協は組合員の事業の発展を支援しなくて

はいけない、農協は民法上で規定された企

業でもなければ商事法上で規定された企業

でもないと、規定されています。農漁業法

典というのは非常に優位な、強い法典です。

商法典と農漁業法典では、農漁業法典の規

定のほうが優位であり、優先的に適用され

ます。

農漁業法典は、農協が組合員にコミット

すべきであり、組合員も農協にコミットす

るべきであるという相互的な連帯があると

言っています
（文責者注1）

。

組合員が農産物を農協に100％出荷する

かどうかという問題は非常に重要な点です。

農漁業法典では、農協で定款をつくって、

具体的にどういう条件で組合員と取引して

いくかということを決めることとしていま

す。組合の中では組合員同士が定款をつく

ることになります。法令の枠内で農協がそ

れぞれ自分の定款を決めていきます。その

位100の農協が全売上高の90％を占めてい

ます。１つの分野のみならず、多くの分野

において同じような動きが見られます。農

協が他の農協を所有している、もしくは商

事法上の別の企業を所有している、その場

合にはグループと位置づけられます。そし

て、このグループは成長し、非常に複雑な

構造になり、売上げも増加しています。商

事法上の子会社を持つことも、また、１つ

の農協で子会社を所有することも、あるい

は、他の農協と子会社を共同で所有するこ

ともあります（第１図）。

これは、２つの理由からとても重要なこ

とです。まず、この変化は極めて急速に行

われました。農協の変化は、農協法と密接

に結びつきながら生じています。農協の発

展には法律が大いに影響を与えてきたこと

を認識することが重要だと思います。

一方、農協のジレンマといった状態も生

じております。自分たちの環境、あるいは

法律、規則などが変わるなかで、農協がど

のようにして生き残り、適応するかという

ことで、商事法上の子会社をつくり発展し

てきていますが、これは農協法とは異なる

性格を持つ子会社です。

第1図　農協組織の構造

（注）　農協は伝統的な法的形態。ユニオンは2つ以上の農協が親企
業。

農協 農協農協農協農協

持株企業ユニオン子会社ユニオン

子会社子会社
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与えられています。この1947年法は、協同

組合の機能の基盤を規定しています。第２

次大戦後に可決された法律であり、これが

あることで、フランスの農協は発展してき

ました。

1962年法（1962年８月８日農業の方向付け

法）により、農家が集まって生産者組織（POs）

をつくれるようになりました。これは特に

果実や野菜に関するEU法に反映されてい

ます
（文責者注2）

。

1972年の法律では、農協にいくつかの例

外措置を導入しようという試みが生まれま

した。例えば、農家でない人間を組合員と

して受け入れる、などです
（文責者注3）

。

そして、その後の大々的な農協の発展、

大手農協グループ形成のきっかけとなった

法律が1991年（1991年１月３日法）と92年

（1992年７月13日法）の２つの法律です。農

協の財政基盤を強化するためにこの法律で

さまざまなツールが導入され、奨励策がと

られました。しかし、この法律は当初、期

定款の中で、100％出荷することは義務では

ないということを定めることもできます。

また、どのような条件で出荷するか、どの

ような条件でサービスを利用するかという

ことを決めることができます。

組合員に対して、100％出荷せよと義務づ

けることは法律上、理論的に可能です。法

律によれば、コミットメントを守らなかっ

た組合員は、農協から脱退させることがで

きると定めています。それは本当に極端な

ケースですから、実際にはなかなかそうい

うことはできません。ですから、むしろ農

協は、できるだけ農協に農産物を納めるよ

うなインセンティブのほうを重視していま

す。農協での出荷割合を高め、そして農協

でのいろいろなサービスを利用していくた

めの奨励策をつくっています。

また、農協も含めフランスの全ての協同

組合は、1947年法（1947年９月10日協同組合

制度の地位を定める法律）の規制を受け、同

法によって協同組合の公的なステータスが

法制度 財政等支援策
・ 農漁業法典（第Ⅴ編第Ⅱ章「農業協同組合」）：農業協同組合法
・ 1947年法（1947年9月10日協同組合制度の地位を定める法律）：全協同
組合対象
・ 1962年法（1962年8月8日農業の方向付け法）：農協は生産者組織の1
つと認識
・ 1972年法（1972年6月27日法による農協法改正）：農協の協同組合原則
に例外を認める（員外取引、非利用組合員等）
・ 1991年法と1992年法（1991年1月3日法と1992年7月13日法）：新たな資
金調達手段と子会社を通じ、農協の資本増加を図った
・ 2006年法（2006年10月5日の政令による農協法改正）：農業協同組合高
等評議会（HCCA）創設
・ 2010年法（2010年7月27日農業近代化法）：一部農産物の販売契約の
義務化
・ 2014年法（2014年7月31日社会的連帯経済関連法）
・ 2014年法（2014年10月13日農業および食品、森林のための未来の法律）
・ 2018年法（2018年10月30日新農業・食品法）：農業と食品部門の均衡
のとれた取引関係構築

・ 農業生産、集荷、加工、販売
協同組合に対する法人税の
免除

・ 協同組合およびユニオンが、
恒久的に農業のために使う
資産に対する資産税の免除

・ 法人財産税の免除（50％未満
の課税ベース）

第2表　フランスにおける農協にかかる法制度と財政等支援策の概要
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っていた商事法上の子会社が市場価格より

も高い価格で農業者から原料を買っていま

した。農協が農家に対してサービスするこ

とは、農家の農産物をより高く買い上げる

ことだと思っていたからです。その結果、

子会社は場合によっては赤字になることも

ありました。そうなると、いろいろな人か

ら批判されました。商事法上つくられた企

業が赤字経営になってしまったら、利益が

ないので法人税を払いません。もともと農

協には法人税が課されていません。だから、

これは農業者にとってはうまみのある仕組

みということになるわけです。競争法上の

問題もありました。

特に問題は、農協が銀行に行って、近代

化、技術革新、輸出を行いたいから銀行の

手をかりたいと言っても、銀行の答えは、

子会社は赤字であなたたちは採算性のある

事業をしていないという対応になるわけで

す。

そのため、やり方を変えざるを得ません

でした。つまり、発展したいと思うならば、

銀行の融資を受けたいならば、きちんとし

た経営を行わなくてはいけない。きちんと

した資本が必要であり、また、採算性がと

れている子会社を持っていなくてはいけな

いということが知れ渡りました。特に採算

性がとれた経営でなければ、子会社に対し

て投資家を呼び込めない。

したがって、農業者に対するサービスは

どういうものかということに関して、考え

方が変わってきたわけです。少なくとも市

場価格よりも高い価格で農家から農産物を

待したような結果はもたらしませんでした。

農協に提案されたツールを結局、農協は使

いませんでした。農協の資本の中には外部

の投資家は結局入らず、かわりに農協は、商

事法に基づく子会社をたくさんつくりまし

た（第２図）。

商事法に基づく会社がたくさんできたこ

とで、農協の中に２つの論理が併存するこ

とになりました。つまり、協同組合の利益

を追求しない協同組合主義の論理がある一

方、商事法上の子会社があるため、利益を

追求する資本主義的な論理が一緒に取り込

まれることになりました。

一定の期間、この２つの論理が混同され

ていました。農業者に対してサービスを提

供するという考えのもとに農業者の農産物

をできるだけ高く買い取ってくれるような

買い手を見つけるために、農協が子会社を

つくるということが考えられました。例え

ば、穀物農協の例を挙げますが、加工を行

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

（農協または社）

95年 00 05

企
業
数

第2図　農協および子会社数の推移

グループと出資関係のある
農協

商事法に基づく子会社

農協グループの本部である
農協
複数の親会社を持つ子会社
協同組合である子会社
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めたことには、環境上の２つの要因もあり

ます。１つは、まず社会が極めていろいろ

な期待をするようになったこと、例えば、

消費者がもっと環境に配慮した農産物を望

むようになってきていることです。もう１

つは、農家はいろいろ政策がとられても、

やはりまだ適切な所得を得ることができな

いということです。

財政等の農協に対する支援策はしばしば

外部から非難を受けてきましたが、農協の

活動に今まで活用されてきました。政府の

農協への支援策は、法人税、資産税につい

て優遇し、自己資本を強化する形で支援す

る方針をとっています。
（文責者注 1）農漁業法典の下記の箇所に該当する
と思われる。

　農漁業法典　第Ⅴ編　第Ⅱ章　農業協同組合
第L521- 3条
　 1　次に掲げる規定を定款に定める組合に限り、
協同組合または連合会の資格および名称を用い
ることができる。
a） 各組合員は、所定の期間、組合のサービ
スの全部または一部を利用する義務を負うほ
か、これに伴って当該事業利用にかかる契約
に応じた出資割当を引き受ける義務を負うと
いう規定
b） 組合は、その正組合員のみと取引を行う
義務を負うという規定

第R522- 3条
　協同組合への加入に伴い、正組合員は、次の各
号に掲げる責務を負う。

　 1　協同組合を介して行うことのできる事業全
部または一部を実施する際に、協同組合のサー
ビスを利用するという義務。各協同組合の定款
には、当該義務の内容、期間および方法、なら
びに不履行の場合に適用する制裁を定める。

（文責者注 2）農協も条件を満たせば、生産者組織
として認定され、優遇措置を受けることができ
る。

（文責者注 3）現在では、農協の組合員は、主とし
て農業従事者である正組合員（Associé 
coopérateur）と非利用組合員（Associé non 
coopérateur）の 2種類である。非利用組合員

買うことがサービスではない。むしろ付加

価値をたくさん高めることのほうが農家に

対するサービスを提供することであるとい

うふうに考え方が変わってきました。もち

ろん持続的な形での事業を行うということ

です。

農協は、組合員に対しては、もちろん農

産物の対価を払う。それから、株主として

の報酬も与える。今までの２つの論理がは

っきりと明快に区別できると思います。今

のところ、だんだんうまく機能してきてい

ます。

91年、92年の法改正で一定の可能性が与

えられたのですが、その時は十分ではあり

ませんでした。91年、92年の法律だけでは

なく、いろいろなことが整理されて、明快

になってきています。

こういった政策を導入した背景には、農

協にはいろいろ制約がありそれを緩和する

ために政策や法令を設けようという当局側

の論理がありました。例えば、農協にはそ

の組合員の農産物は全て農協側が集めに行

かなくてはいけないという制約が農協法に

書き込まれていました。どんなに遠い大変

なところでも、集荷にコストがかかろうと

も、農協がそれを集めなければいけない。

商事法に基づく会社でしたら、そんなこと

はしなくてもいいのです。

公共政策は農協に対して大きな影響を与

えますが、その結果、当局側も農協側も、

どちらも予想しなかった形で変わっていき

ました。

農協がどんどん大規模なグループ化を進
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イスもします。例えば、組合員と農協の間

で何か紛争が起きている場合などに、HCCA

が間に入って仲裁したり、裁いたりするこ

とになります。

（3）　最近の法律改正とその影響

最新の法令の動向を見てみましょう。と

いうのも、今、非常に大きな変化が生まれ

つつあるからです。

フランスの政府は農家の活動を支援する

ことに対して強い配慮を示してきました。

2014年に、農業および食品、森林のため

の未来の法律（新農業基本法）ができ、その

中で農協のガバナンスのルールについても

法令で少し見ていこうということになりま

した。例えば、農協の理事の教育はこうい

う条件で現場研修を行わなくてはいけない

とか、教育や報酬はどういった形で定めな

くてはいけないといったことも盛り込まれ

ました。

また、14年には、社会的連帯経済関連法

が成立し、そこでは、会社は経済活動を行

うものではあるが、農協のように社会的な

役割も果たすことが強調されています。農

協の監査（Revision）は、農協が協同組合の

精神を発揮しているかどうかをチェックす

るための重要な手法となっています。５年

に１回は、農協はその監査を受けることに

なっています。こういう監査が、農協だけ

でなく、全ての協同組合で行われるように

なりました。農協の監査手法が他の形態の

協同組合の監査にも着想を与えています。

10年には、新しい法律（農業近代化法）が

は出資するとともに、議決権を有するが、その
議決権数の合計は総会における議決権数の 5分
の 1以下となっている。

（2）　農業協同組合高等評議会（HCCA）

このような状況のなかで、2006年の法律

（2006年10月５日の政令による農協法改正）は

農業協同組合高等評議会（HCCA）という公

益私設法人の組織を設立しました。簡単に

言えば、フランスの農業省は、農協に関す

る権限を全てこのHCCAに移譲しました。

このHCCAの運営委員会の構成メンバー

は12人で、農協から選出されたメンバーが

７人おり、農業省の大臣が有識者を５人任

命しています。そのほかに拒否権のみを有

する政府を代表する委員が２人入っていま

す。

HCCAは主に３つの部署に分かれており

ます。法務部は、法律的な問題の分析、あ

るいは農協の登記などを行います。監査部

は農協の会計監査と農協がきちんと協同組

合の精神にのっとって運営されているかに

ついて監査をします。そして、経済部は、

経済的な動向を観測・分析し、そしてさま

ざまな経済的なテーマの分析をし、報告書

を出しています。

HCCAの一番の役割は、農協の登記、つ

まり、新しい農協が設立されれば、HCCA

のもとに登記され、消滅した場合、あるい

は性質が変更された場合も全てHCCAに登

記します。

同時に、HCCAは農協の運営方法の監督

もできます。

経済的あるいは法務部門の助言、アドバ
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しかし、法律は可決されたものの、その法

律をどのように運用していくかという政令

はまだ出ていません
（文責者注4）

。

農協に関するさまざまな法律がありまし

たが、その結果、生まれてきたのは非常に

強力、強大な農協グループであり、そして、

農協自体の形態も変わりました。

形態の多様性が生まれ、その結果、農協

側から見ると、どうも農協としての自分た

ちの力がそがれているのではないかという

懸念が生じております。何しろ農協は国際

的な事業体として国際展開するものだと考

えられるようになり、商事法でつくられた

大手企業と一緒に競争していく存在である

と見なされるようになってきてしまいまし

た。

農協あるいは協同組合というステータス

そのものの特徴がだんだん薄れてきてしま

うというリスクがあります。もし協同組合

的な性格を軽視していくようになれば、そ

ういう結果になりかねないと思われます。
（文責者注 4）19年 3月の講演時点。

（4） 農村における農協の役割

では、本来、農協は組合員にどのような

サービスを提供できるものなのでしょうか。

農協や農協グループは、その組合員をサポ

ートするために多くの指導や教育・研修を

行っています。

農協が大きくなって非常に力を持ってき

たことにより、付加価値を持たせた製品を

出せるようになり、持続可能性も担保でき

できました。フランスでは流通事業者、ス

ーパーマーケットなどの力が極めて強くな

っています。農業者に適切な所得を保証す

るため、この法律の中で政府は、農家と、

流通事業者や大手の食品グループとの間で

の契約を結ぶことを要請しました。結果は、

よかったとも、悪かったとも言えないもの

になっています。

18年に、マクロン大統領は、農業と食品

関係者が集まった協議会、三部会と称する

協議会を開きました。フランスでは昔から

関係者を集めた大々的な討論会を三部会と

いう歴史的な名前で言います。その結果、

農業、農村が非常に惨憺たる状態であると

いう事実が一層明らかになりました。特に

農業者たちが自分の農産物を売るときの価

格が異常に低く、買いたたかれていること

が明らかになり、食品産業のサプライチェ

ーンにおいて、農業者の集団的な力を強化

すべきだという考えが強調されました。

そして、18年の末に新農業・食品法が可

決されました。全ての関係者に適正な所得

を保障したいという目的のもとに、取引に

おいてフェアな関係、均衡を取り戻すこと

を模索している法律です。契約価格のベー

スは、まず農業者の原価、生産コストを基

準にすべきである。市場の価格も考慮しま

すが。そして、基準指標をつくり、価格交

渉はできるだけ集団的に行っていく。それ

までは一部の大手流通業者が農業者に異常

に強い圧力をかけ、農産物を買いたたいて

いたので、そのような慣習がもはや続かな

いようにするために考えられた法律です。
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表）。

モデル１は、１次産品をプールして共有

化するという形です。同じ地域で近隣の農

家同士が集まっているようなものです。

モデル２は、非常に競争が激しく、また

大手流通事業者のプレッシャーがあるなか

でつくられた、いわゆる協同組合からはか

なり形態的にも離れた子会社をたくさん持

っているものです。この場合、農業者たち

には、何となく自分は意思決定を行う経営

の中枢から距離が離れてしまっているとい

う気持ちも生じてきています。

モデル３は、組合員と農協との間の共同

の構築作業が見えるモデルです。自分たち

の地域、管内の価値をより高めていくため

に共同して作業をする。そしてまた同時に、

国際的な事業を展開していくなかで得られ

た利益を、自分たちの地域、管内に再投資

していく、そういう行動が見られます。

このようにいろいろパターンがあり、そ

れぞれメリット、デメリットがあります。

例えば、農村部にある小さな農協では、十

分な資金調達はできませんし、自分たちの

農協をきちんと運営していくための有力な

るようになってきています。そして、農村

部などでは農協が最大の雇用主となってい

ます。

現在、農協のリスクと言えば、資金調達

の問題です。それから農協のガバナンスの

問題であり、このように強力になってきた

協同組合の中で、どのようにして農業者が

この先も決定権を握っていくことができる

かということです。

今、農村部でどのような役割を農協が果

たしているかということについて簡単にお

話しします。

全ての地域にいろいろ農協がありますが、

ワインやチーズなどの生産地においては小

規模な農協がたくさんあります。それらの

売上高は、一部の地域に非常に集中してい

ます。

また、機械を共同利用する組合、農業機

械共同利用組合（CUMA）があります。こ

れは少なくとも５人の農家が集まれば設立

することのできる組合で、フランス全土で

非常に多く見られます。

農協はいたるところにありますが、しか

し、その形態は非常に多様化しておりま

す。ラングドック・ルシヨン（Languedoc-

Roussillon）という南の地域では、ワインの

小規模農協が非常に多数存在しています。

一方、ブルターニュ（Bretagne）地方では、

商事法上の子会社をたくさん抱えているよ

うな大規模な農協グループがたくさんあり

ます。

フランスの農協の組織形態には３つのモ

デルがあると言えるかもしれません（第３

モデル１：商品のプール
組合員とのコミットメントと連帯
リスクは協同組合によって支えられている
地理的な近接性に基づく

モデル2：競争圧力への対抗
組織的連帯
リスクは組合員によって支えられている
地域的連帯の範囲は膨張

モデル3：競争上の優位性を組合員とともに構築
地理的にも組織的にも近接性を持つ
リスクは川上から川下までのビジネスで共有

第3表　フランスの農業協同組合の組織形態
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すること、そして、農家にさまざまな手段

を与えることです。そして、農協の中で農

家に責任を担ってもらうということです。

これまで、よりフェアなサプライチェー

ン、より持続可能なシステムを実現するた

めに、フランスの農協は大きく変貌を遂げ

てきました。

ここまでご清聴いただきまして、本当に

ありがとうございました。（拍手）

（文責　常務取締役

 斉藤由理子・さいとう　ゆりこ）

人材も得られません。さまざまなタイプの

農協がありますが、それぞれに適切な公的

な支援が必要だと思われます。

組合員が農協に協力してくれればくれる

ほど、法律や制度的な制約を乗り切ってい

くことができます。そういった意味で農協

の管内、自分たちのテリトリーは何よりも

基礎となるものであります。

最後に、フランスの農協モデルの将来的

な可能性について、第４表にまとめていま

す。モデルと言う以上、強み、弱み、それ

から機会、そしてリスクがあると思います。

あくまでも大事なのは、農家をサポート

第4表　農協モデルの将来的な可能性

機会
・ 新技術に関連するイノベーション
・ 新しい社会的ニーズ：透明性、環境、CSR、地域
・ 再生可能エネルギー
・ 世界的な食料需要の増加
・ 新たな消費者行動：高齢化、都市化、間食

リスク
・ 農業危機
・ 気候リスク、健康リスク、および商品市況
・ 法的および規制にかかる環境変化
・ 社会保障への拠出額と環境税の重み（増加）
・ 貿易交渉の不均衡
・ 国際貿易協定

強み
・ 地域との結びつきおよび食料供給のコントロール
・ 農業および食品の専門知識：品質、安全性、ノウ
ハウ
・ 協同組合は危機に強い
・ 協同組合の価値は社会的ニーズに応える
・ 協同組合はエコロジーへの移行の主体（有機農
業、アグロエコロジー、再生可能エネルギーなど）

弱み
・ 低いマージン
・ 高い金融的な要件
・  低い自己資本比率
・  資本および有形固定資産の少なさ

・  調達資金の低活用
・  地方には魅力的な仕事が少ない
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JAいわて花巻は、岩手県の中部を横断する秋田県境から太平洋までの広いエ
リアの中で平成20年 5月に合併した、水田農業中心の農協です。
今日まで10年以上、地域の「ヒト・モノ・カネ」を活かした事業を展開しなが

ら経営基盤の強化を図り、ひたすら組合員の幸せの実現と農業振興を図ってきま
した。
このような中で、少子高齢化は農村社会に大きな影響を与え、農業や経済情勢

の低迷による事業収益、特に信用・共済事業の収益悪化はJA経営を直撃し、経
営全体を圧迫し始めております。減損会計により、このままでは資産が大きく減
少し、財務状況の悪化が必至です。
今後の安定した経営にはどのようにして利益を確保するか、経費を減らすか

が、大きな課題となり、最終的に金融・共済事業の利益を確保するには、支店の
統合なしには難しいということになり、議論が始まりました。

27支店中まず10支店を廃止する計画で理事会はじめ各種会合で話しましたが、
反対議論が多く、話が前に進まない状況が続きました。
当JAは今日まで支店を核として協同活動を展開してきました。そして、支店

は組合員の拠り所であり、あるいは農協組織（農家組合・青年部・女性部・生産部
会等）の活動拠点でした。このような身近に集まれる場所である支店を廃止する
ことは、JAにとって非常に苦しい選択肢でしたが、安定した経営には代え難く、
苦渋の決断を余儀なくされました。
平成20年の広域合併時も組合員から反対はあり、旧農協の組合員の権利が損

なわれるといった反対意見が多かったのですが、今回の支店統合では支店の廃止
により当然ながら個々の組合員の利益が失われることが最大の反対でした。元々
今の支店は旧農協の本店であり地域や組合員の拠点としての「おらが農協」であ
り、大変な反対議論になりました。何度も説明会を開催した結果、廃止後の体制
や農家組合の体制、事業のあり方も今までと同様の運営をして、拠点としての支
店も今までどおり使用し、移動金融店舗の導入や廃止店にふれあい係の配置をす
ることとしました。各支店特有の課題があり、一つひとつ丁寧に説明しながら理
解を深めていきました。

経営基盤強化と支店統合の狭間で

農林中金総合研究所 
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当JAは水田農業地帯なので農家組合活動が組合員の協同活動の原点であり、
農家組合を農協の基礎組織として育成することが重要な課題でもあります。今日
までそのことが効果的に展開され、支店協同活動、ふれあいプラン（各支店の夏ま
つり、スポーツ大会等）が各支店で開催され、組合員のJAに対する結集軸となり事
業や組織運営が円滑に進められておりました。特に集落営農ビジョンによって農
地の集約化が進んで集積率が65％前後になり、法人経営や集落営農が各地域で設
立されたことは、農家組合長やその地域の担い手が中心となって進めたものであ
り、組織活動の成果と考えております。
支店統合における組織活動や事業運営にあたって、組合員の意見をどう事業に

反映するか、小回りが利く組織運営体にするように努力しなければなりません。
何度も説明会を開催した結果、総代会は大きな混乱もなく、原案どおり支店統

合は決定されました。今後は細やかな運営体制を早期に実践しなければ組合員か
ら見放されると思っています。支店統合は金融・共済事業店舗を廃止するという
単純なことではなく、協同組合運動の拠点がなくなることであり、地域づくりや
コミュニティの維持発展、農業振興にとって大きな問題です。
今後は出向く活動はもちろんのこと、農家にとって必要な情報、栽培技術、経

営相談に決断とスピード感をもって対応し、JA内部での情報共有の徹底と職員
配置、職務権限、職員教育の見直しを図り、一から出直しをしなければならない
と考えます。そのことによって、利便性の向上よりも組合員の心の支えとならな
ければ組合員はついて来ません。先輩諸代がつくった「おらが農協」は、時代に
合った組織づくり、運営体制、ネット社会への対応など、これらの課題について
系統一体となった運営が求められております。
今、日本で開かれているW杯ラグビー大会は世界中の人々が感動しており、比

較的馴染みのなかった日本人もにわかに盛り上がって素晴らしい大会になって
います。それは「ONE FOR ALL、ALL FOR ONE」、勝つために一人ひとりの
役割があり、ゴールのためにそれを自覚し前に進めてゴールする、まさに協同組
合精神ではないでしょうか。今後もJAグループのみんなでスクラムを組んで前
に進みましょう！！

（花巻農業協同組合 代表理事組合長　髙橋　勉・たかはし つとむ）
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本稿では、農林水産省「総合農協統計表」

を使用して、2017事業年度（以下「年度」と

いう）の農協の経営動向について、自己改

革の論点などに注目しつつ整理する。総合

農協統計表の集計対象は信用事業を営む総

合農協（以下「農協」という）であり、17年

度は、合併により、前年度より４組合が減

少し、657組合となっている。集計期間は、

17年４月１日から18年３月31日までの間に

終了した事業年度である。

まず、17年度の農協経営に影響を与えた

外部環境について整理する。集計対象の657

組合のうち、過半の359組合が３月決算を採

用しているため、以下では、17年４月から

18年３月の状況を中心にみていく。

（1）　経済・金融

16年２月に導入されたマイナス金利政策

は、17年度も引き続き実施された。これに

より、引き続き貸出金利は下がり続けた。

マイナス金利政策は企業の設備投資を増や

し、住宅市場の活性化に恩恵をもたらして

いるとはいえ、金融機関にとって厳しい状

況が続いているといえる
（注1）
。

（注 1） 農業協同組合新聞（2018年 6月 7日付）の
記事より（19年10月 2日参照）。
https://www.jacom.or.jp/kinyu/closeup/ 
2018/180607-35443.php

（2）　農業物価

17年は、７月の九州北部豪雨のほか、台

風や集中豪雨などにより、多くの自然災害

が発生した。農林水産省（2018）によると、

17年の台風と梅雨前線による農林水産関係

の被害額は2,169億円で、そのうち農業関係

の被害額は計1,264億円（内訳：農作物等被害

額308億円、農地・農業用施設関係957億円）と

なり、前年に続き、莫大な被害を受けた。

このような自然災害の影響を受け、米と

果実で価格の上昇がみられた。米は、15年

産以降、需要に応じた生産の推進により超

過作付けが解消されて需給が改善し、主食

用米の価格が上昇したこともあり、17年産

の米価は前年産を上回った。果実は、リン

ゴの価格が高値だった前年産に比べ低下し

た一方、みかん、ブドウ、ウメ等の価格は、

出荷量が減少したことにより上昇した。

畜産物は、近年高値で推移している牛肉

の代替需要を背景に、肉豚の価格が堅調に

主任研究員　草野拓司

2017年度における農協の経営動向

はじめに

1　経営環境
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１図）。内訳をみると、正組合員数は1.5％減

少し430万人となり、組合員合計に占める

正組合員の割合は41.0％である。正組合員

数の前年比率は、2000年度以降、△0.7％～

△1.2％で推移し、14～17年度は△1.4％～△

1.5％となり、近年は減少が加速している。

また、正組合員に占める法人の割合は0.5％、

個人正組合員に占める女性の割合は22.0％

となった。

一方、准組合員数は2.1％増加し621万人

となった。増加率は13年度4.1％、14年度

3.4％、15年度2.8％、16年度2.4％と年々鈍化

している。

役員数は1.5％減少し１万7,272人となっ

た。このうち女性役員はやや増加し、全体

に占める割合は7.7％に上昇した。

理事数については、法改正により、原則

として過半数を認定農業者・農産物販売の

プロとすることになった。16年の改正法施

行から19年４月以降最初に招集される通常

総会までが猶予期間となっていた。これに

伴い、17年度調査に理事構成が新設されて

おり、理事（常勤＋非常勤）に占める認定農

業者等の割合は73.4％、経営管理委員では

推移したことにより、16年を上回った。

一方、野菜については、11月以降にホウ

レンソウ等で価格の高騰がみられたものの、

10月まではおおむね生育が順調に推移した

ことから、台風や長雨等によりニンジンや

レタス等の価格が高騰した16年に比べ、低

下した
（注2）
。

原油の国際価格については、17年１月３

日の１バレル当たり52.33ドルから６月下

旬の同42ドル台までの下落を経て上昇に転

じ、12月下旬には同60ドル近傍まで上伸し

た。年間では8.8％の値上がりとなった（12

月22日までの年初来変動率）。16年の年間上

昇率45.0％には及ばないものの、17年の原

油価格は堅調だった。18年に入っても上昇

が続き、年度末に当たる３月には65ドルに

迫る状況となった
（注3）
。

（注 2） 農畜産物価格については農林水産省（2019a）
より。

（注 3） 原油価格については三井住友DSアセット
マネジメント（株）ホームページなどより（19

年10月 2日参照）。
https://www.smam-jp.com/market/report/
marketreport/global/news171226gl2.html

次に、農協組織の基盤である組合員数、

役職員数、組合員資本、および組合員が利

用する事業の継続に不可欠な設備投資の動

向を概観する。

（1）　組合員数と役職員数

17年度の組合員数（法人・団体を含む）は

前年比0.7％増加して1,051万人となった（第

2　組織基盤・設備投資の動向

（万人）

第1図　正組合員と准組合員の推移

1,000

500

0

資料 農林水産省「総合農協統計表」

08
年度

09 10 11 12 13 14 15 16 17

准組合員（含む法人・団体） 正組合員（含む法人）
1,0511,0441,0371,0271,015998983969958949

467

483

480

478

497

472

517

467

536

461

558

456

577

450

594

443

608

437

621

430

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/

https://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/global/news171226gl2.html


農林金融2019・11
46 - 682

17.4％に達している。この臨時・パート職

員数でみても、販売事業で前年比3.8％の増

加がみられる。

（2）　組合員資本と設備投資

17年度末の組合員資本は６兆5,799億円で

あり、内部留保の増加により、前年比1,392

億円増加した。このうち出資金（回転出資金

を含む）は１兆5,652億円であり、前年度に

比べて48億円、率にして0.3％増加で、ほぼ

横ばいとなっている。

一方、設備投資は08年度に200億円弱ま

で落ち込んだが、それ以降は回復基調にあ

り、17年度には大幅に増加した。設備投資

推計額（ここでは、減損損失の累計額を控除

する前の有形減価償却資産の取得価額の前年

比増加額。土地やソフトウエア等無形固定資

産は含まない）は974億円となっている（第

３図）。補助金などがこの拡大を支えた。

投資先として共同利用施設の変化をみる

と、青果物貯蔵施設（冷蔵施設を含む）が前

年比11か所（増加率は0.5％）、野菜育苗施設

が３か所（同0.9％）、それぞれ増加した。と

54.2％といずれも半数を超えている。また、

理事・経営管理委員全体でみても、その割

合は70％を超えている（第２図）。

組合員数増加の一方で、職員数は年々減

少している。17年度の正職員数は20万189人

となり、前年比1.5％減少した。担当事業別

にみると、信用事業・共済事業・購買事業

で前年比2.0％を超える減少があった一方、

販売事業職員は0.3％増加し、３年連続で

前年を上回ったことが目立つ。職員の部門

別構成比をみると、正職員に占める営農・

経済職員の割合は21.9％となり、前年度の

21.7％から0.2ポイント拡大した。営農・経

済事業へのシフトが進みつつあるといえる

だろう。なお、職員数合計（正職員数＋臨

時・パート職員数）に占める臨時・パート職

員数の割合が年々上昇しており、17年度は

第2図　理事・経営管理委員に占める
認定農業者等の割合（2017年度）

資料 第1図に同じ
（注）1  「実践的能力者」とは、農畜産物の販売その他の当

該農業協同組合が行う事業または法人の経営に関し
実践的な能力を有するもののこと。

　　 2  「省令第76条の2に該当する者」とは、農業協同組
合法施行規則（平成17年農林水産省令第27号）第1項第
1号イからリまでに掲げるもののこと。例えば、「認定
農業者である法人の使用人」「認定農業者であった
者」「認定農業者の行う農業に従事し、その経営に参
画する親族」などを指す。

認定農業者
5,140人
36.9%

その他
3,971
28.5

省令第76条
の2に該当
する者
533
3.8

実践的能力者
4,301
30.8 1,000

800

600

400

200

0

（億円）

資料　第1図に同じ
（注）　設備投資推計額は、減損損失の累計額を控除する前

の有形減価償却資産取得価額の前年比増加額。

第3図　設備投資推計額の推移
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金平残は前年比4.3％増加し、75兆6,828億円

となった。資金運用構成における預け金の

割合が高まり、貯預率は前年比0.9ポイント

上昇し75.2％となった。

（2）　共済事業

17年度末の長期共済保有契約高は259兆

9,574億円で、新契約高の伸び悩みにより、

前年比2.7％の減少となり、２％台の前年比

減少率が継続している。内訳をみると、建

物更生共済保有契約高は前年比0.1％の増加

となったが、生命総合共済が△5.9％で前年

を1.1ポイント上回る減少率となり、５年連

続で大幅に減少した。

（3）　農業関連事業

17年度の農産物販売・取扱高は４兆6,849

くに青果物貯蔵施設は２年連続の増加とな

っている。

（1）　信用事業

17年度の貯金の月末平均残高（以下「平

残」という）は100兆5,961億円で、前年比

3.0％増となった（第１表）。

一方、貸出金平残は、前年比△1.0％の21

兆5,515億円となり７年連続で前年比減少し

たが、減少幅は16年度の△2.5％から縮小し

た。

貯金平残は増加し、貸出金平残は減少し

たため、貯貸率は前年比0.9ポイント低下の

21.4％となった。

また、貸出金平残が減少したため、預け

3　主要事業の利用高

実額 前年比増加率
14年度 15 16 17 14 15 16 17

信用事業
（月末平均残高）

貯金残高
貸出金残高
預け金残高
有価証券残高

93,170
22,566
66,626
4,346

95,289
22,323
69,279
4,214

97,648
21,760
72,569
4,065

100,596
21,551
75,683
3,978

2.1
△1.4
3.8

△6.7

2.3
△1.1
4.0

△3.0

2.5
△2.5
4.7

△3.5

3.0
△1.0
4.3

△2.2

共済事業
長期共済保有契約高 281,192 273,682 267,230 259,957 △2.8 △2.7 △2.4 △2.7
うち生命総合共済
建物更生共済

138,128
143,053

131,487
142,184

125,198
142,020

117,766
142,179

△4.9
△0.7

△4.8
△0.6

△4.8
△0.1

△5.9
0.1

農業関連事業

農産物販売・取扱高 4,326 4,535 4,688 4,685 △2.1 4.8 3.4 △0.1
うち米
果実
畜産物
野菜

824
396

1,211
1,276

791
413

1,322
1,368

843
428

1,387
1,400

890
429

1,361
1,356

△13.3
△3.9
4.3

△0.7

△3.9
4.2
9.2
7.2

6.5
3.7
4.9
2.3

5.6
0.2

△1.9
△3.1

生産資材供給・取扱高 1,982 1,902 1,813 1,830 △10.8 △4.0 △4.7 0.9
うち燃料
農業機械
農薬
肥料
飼料

389
227
219
297
367

295
235
228
301
346

271
240
227
283
317

307
238
223
269
319

△11.3
△22.5
△15.2
△11.3
△4.3

△24.2
3.4
4.2
1.4

△5.6

△8.0
2.4

△0.5
△6.0
△8.5

13.0
△0.8
△2.0
△5.0
0.5

生活その他事業 生活物資供給・取扱高 769 706 674 680 △6.7 △8.2 △4.5 0.9
資料 　第1図に同じ

第1表　主要事業利用高の推移
（単位　10億円、%）
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（1）　経営概況

17年度の事業総利益は１兆8,009億円と

なり、前年比208億円、率にして1.1％減少

した。２年連続での減少である。部門別に

は、共済事業総利益は増加したものの、信

用事業総利益が92億円減少したことが大き

く響いた（第４図）。

一方、事業管理費は１兆6,264億円となり、

前年比90億円、率にして0.6％減少した。事

業管理費も２年連続での減少である。内訳

をみると、減価償却費は前年比13億円の減

少、人件費は77億円の減少であり、人件費

の減少が事業管理費の減少に大きく寄与し

たことが分かる。

このように事業管理費は減少したものの、

億円で、前年比33億円減少、率にして△0.1％

とほぼ横ばいである。米価は回復しつつあ

るものの、野菜の販売・取扱高が440億円、

畜産物が258億円減少したことが影響した。

自己改革に関連して、農協は米を中心と

して買取販売に取り組んでいる。17年度の

買取販売額は2,020億円となり、前年比19.5％

増加した。販売・取扱高に占める買取販売

額の割合は4.3％に上昇しており、そこには

米における10.7％の増加が大きく寄与して

いる。

一方、生産資材供給・取扱高は、17年度

に１兆8,302億円となり、前年比0.9％増加と

なった。農薬と肥料は２年連続で前年度を

下回ったものの、燃料の13.0％増加が大き

く寄与した。

農業経営を営む組合数をみると、17年度

は55組合となり前年度を１組合上回り、集

計組合に占める割合も8.4％となった。

09年の農地法と農協法の改正によっ

て農協が農業経営を直接営むことが

可能となり、高齢によりリタイアす

る農業者の受け皿として農業経営に

取り組む組合が増えてきたものと思

われる。

（4）　生活その他事業

17年度の生活物資供給・取扱高は

6,800億円で、前年比0.9％増加した。

前年比増加は７年ぶりである。燃油

価格上昇による家庭燃料の増加によ

るところが大きい。

4　損益の動向

1,800

1,700

1,600

（億円）

第4図　2017年度の事業利益の前年比増減要因
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緩和の拡大と地域における他業態との激し

い競争により、貸出金利回りの低下を通じ

て貯金・貸出金利ざやは一段と低下し、上

述したように貸出金残高も減少した。さら

に、前々年度まで増加に寄与していた貯金・

預け金利ざやはマイナス金利政策の影響に

より低下し、33億円押し下げた。

信用担当職員の減少などにより信用事業

管理費は７億円減少したが、信用事業総利

益の減少額92億円がそれを上回ったため、

信用事業利益は85億円、率にして3.9％減少

した。

（3）　共済事業利益

共済事業については、長期共済保有契約

高の減少はあったものの、17年度の共済付

加収入が前年比0.5％増加したため、共済事

事業総利益の減少幅が大きく、事業利益は

1,744億円となり、前年比118億円、率にして

6.3％減少した。この結果、同年度の事業管

理費比率（事業管理費／事業総利益）は90.3％

となり、７年ぶりの90％台となった。

多額の減損損失を計上したことも影響し

て、経常利益は前年比△3.5％の2,536億円、

税引前当期利益は△17.9％の1,956億円とな

った。以下では、部門別に損益動向をみて

いく。

（2）　信用事業利益

17年度の信用事業総利益は、前年比92億

円、率にして1.2％減少した。大宗を占める

資金運用収支が83億円、1.1％減少したこと

が影響した。

資金運用収益の構成比をみると預け金へ

の依存度が高まっている。資金運用収益に

占める貸出金利息の割合は07年度の46.4％

から17年度には34.5％に低下した一方、預

け金利息の割合は同期間に31.5％から47.8％

へと上昇した。

貯金利息を中心に資金調達費用は139億

円減少したものの、それを上回って資金運

用収益が223億円減少したため、資金運用

収支は前年比83億円減少した。

資金運用収支の減少要因をより詳しくみ

ると、資金運用収支の増加に寄与したのは

預け金残高の増加のみで、186億円押し上げ

た（第５図）。一方、貯金・貸出金利ざやの

縮小は189億円、貸出金残高の減少は29億

円、資金運用収支をそれぞれ押し下げてい

るが、下げ幅は前年度より縮小した。金融

（億円）

第5図　資金運用収支の増減要因
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資料 第1図に同じ
（注） 残高および利ざやの増減要因が重なる部分について

は収支増減額の構成比に応じて按分した。

資金運用収支の前年比増加額

有価証券残高による増減
その他

貯金・有価証券等利ざやによる増減
貸出金残高による増減
貯金・貸出金利ざやによる増減
預け金残高による増減
貯金・預け金利ざやによる増減
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品供給・取扱高減少等の影響を受けて前年

比56億円減少した一方、生活その他事業管

理費は35億円の減少となったため、生活そ

の他事業損失額は21億円拡大し、312億円と

なった。

農協経営全体に関しては、事業管理費を

削減したものの、事業総利益の落ち込みが

大きく、事業利益は２年連続で減少した。

信用事業総利益の減少が主因となっている。

自己改革関連については、理事に占める

認定農業者等の割合は７割強、経営管理委

員では５割強といずれも半数を超えており、

対応が進んでいることが分かった。

また職員数は、信用事業・共済事業・購

買事業における減少により年々減少してい

る状況下、販売事業では３年連続で前年を

上回った。経営資源を営農経済事業にシフ

トさせる兆しとみることもできるだろう。

　＜参考文献＞
・ 尾高恵美（2018）「2016年度における農協の経営動
向」『農林金融』10月号、51～59頁
・ 農林水産省（2018）「平成29年度 食料・農業・農村
の動向」

・ 農林水産省（2019a）「平成29年 農業物価統計」
・ 農林水産省（2019b）「平成29事業年度 総合農協統計
表」

（くさの　たくじ）

業総利益は11億円、0.2％増加した。共済担

当職員の減少などにより共済事業管理費が

43億円、1.3％減少したこともあり、共済事

業利益は54億円、3.8％の増加となった。

（4）　農業関連事業利益

農業関連事業総利益は、主に生産資材購

買粗利益と販売手数料（買取粗利益を含む、

以下同じ）で構成されている。17年度につい

ては、購買粗利益と販売手数料はともに

0.5％の増加であった。一方で、事業費用は

それを上回る増加となったため、農業関連

事業総利益は72億円、率にして1.7％の減少

となった。

農業関連事業管理費が10億円減少したも

のの、農業関連事業総利益の減少幅が上回

ったため、農業関連事業損失額は前年比62

億円拡大し、396億円となった。

ここで、事業管理費合計に占める営農・

経済事業の割合により、経営資源配分をみ

てみたい。共通管理費配賦前事業管理費に

占める農業関連事業と営農指導事業の割合

は、16年度の0.3ポイント上昇に続き、17年

度も0.1ポイント上昇し、26.9％になった。減

価償却費は変わらなかったが、人件費等が

拡大したためである。

（5）　生活その他事業利益

17年度の生活その他事業総利益は、食料

おわりに
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https://www.nochuri.co.jp/



農林金融2019・11
51 - 687

JA経営の真髄
地域・協同組織金融と
JA信用事業

農林中金総合研究所　編著

地域・協同組織金融機関は様々な課題を突き付けられている。とりわけJA信用事業は、低金

利の長期化により事業環境が厳しさを増していることに加え、農協改革においてその存在意義が

改めて問われている。本書では、こうしたなかで生き残りを模索する金融機関の取組事例を紹介

する。JAに限らず、その他の地域・協同組織金融機関や海外の事例も取り上げている。

2019年10月1日発行　A5判176頁　定価1,900円（税別）全国共同出版（株）
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農林水産省が公表した最新のデータによ
ると、わが国の食料自給率は37％（2018年

度、カロリーベース）である一方で、本来食
べられるにもかかわらず捨てられた食品ロ
スは643万トン（16年度）発生しているとい
う。また、少なからぬ量の食品が廃棄され
ている傍らで、貧困ゆえに十分な食事を摂
取できない人々のニュースがしばしば報じ
られる。すなわち、わが国では飽食と飢餓
とが併存しているといえよう。換言すれ
ば、農林水産物の国内生産、食品の供給お
よび消費にインバランスが生じている。
このような不均衡を解消する取組みとし

てわが国でも近年広がりつつある活動が、
まだ食べられるのに廃棄されてしまう食品
を集めて生活困窮者等へと提供するフード
バンクである。フードバンクがテーマの本
書は、農産物流通が専門の研究者らにより
日本農業市場学会研究叢書として著された。
序章と終章を除く本書の本体部分は 2部
構成であり、第Ⅰ部では世界のフードサプ
ライチェーンにおけるフードバンクの意義
や位置づけを整理したうえで諸外国の事例
を取り上げ、第Ⅱ部ではわが国の事例を紹
介している。
第Ⅰ部冒頭の章でフードバンクの歴史と

多様な機能が紹介される。1967年に米国の
セントメアリーズ・フードバンクが食品会

社等から寄付された食品を生活困窮者等へ
配布した民間の福祉活動がその端緒である。
フードバンクの機能は、単に食品援助と
いう福祉の面のみならず、廃棄物対策とい
う環境の面や需給調整という農業の面でも
発揮される。そのため、その活動は、2015

年に国連で採択されたSDGs（持続可能な開
発目標）の複数項目に該当するという。具
体的には、 1 .貧困の撲滅、 2 .飢餓の撲滅、
12.持続可能な消費と生産のパターンの確
保、17.パートナーシップによる目標の達
成、等だ。
したがって、諸外国のフードバンクは、
どの機能に重きを置くのか、どのような主
体がパートナーシップに含まれるのか、寄
付文化の定着度合い、法制度等によって、
国ごとに多様であるという。本書で取り上
げるフランス、韓国、イギリス、オースト
ラリア、香港、台湾、各々に特徴がある。
フランスでは、16年に食料廃棄禁止法が
施行され、大型量販店に賞味期限切れの食
品の廃棄禁止やフードバンク等の慈善団体
との食品寄付の協定締結を義務付けている。
韓国では、政府機関の健康福祉部が主導
してフードバンクを運営しており、NPO等
の民間組織やボランティアが中心的役割を
担う他の国々と様相を異にしている。
イギリスでは、市民運動家と政府系NPO
が連携し、Tesco等の大規模量販店は食品
を寄付すべきという社会状況を醸成したこ
とで、フードバンクが急速に普及した。
オーストラリアでは、フードバンク自体

が食品会社と連携して、量販店のPBのよう
な商品を製造している。これはフードバン
クの産業化であり、食品ロスの源である工
業的なフードサプライチェーンの正当化だ
との批判もある。
香港では、食品会社から回収した加工食

小林富雄・野見山敏雄　編著

『 フードバンクの多様性
とサプライチェーンの
進化
― 食品寄付の海外動向と
日本における課題―』

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農林金融2019・11
53 - 689

品を配布する従来型に加え、回収した食材
を調理し食事を提供する食堂型、宴会の大
皿料理等を回収・冷凍して福祉団体へ配布
する総菜提供型等、多様な取組みがある。
台湾では、全国を網羅する台湾フードバ

ンク連合へ、全国展開するカルフール台湾
が食品を寄付し、広域的に取り組まれてい
る。フードバンク条例を制定し、食品の寄付
者に税の減免措置を導入する自治体もある。
第Ⅱ部冒頭の章では、わが国のフードバ

ンクで提供される食品の栄養バランス等を
検討している。日本社会には「働かざる者、
食うべからず」という意識が浸透しており、
貧困層への支援に否定的な見方が強い。し
かし、基本的人権の尊重の観点から、貧困
層にも栄養バランスのよい食事をとる権利
はあるので、意識改革が不可欠と指摘する。
それに続く各章は事例分析に充てられて

おり、山梨、三重、福岡、山口のフードバ
ンクの特徴と課題等が整理されている。
山梨では、08年にフードバンク山梨が設

立された。当初自治体の補助金を活動資金
に充てていたが、行政の支援が縮小したた
め、企業や個人からの寄付で賄うようにな
った。県内の食品会社や Jリーグチームと
連携しつつ、利用者への食品の供給に加
え、困窮家庭の子どもの学習支援等にも取
り組んでいる。
三重では、リーマンショックの影響で解

雇された在留外国人労働者向けの支援が端
緒となった。フードバンク多文化みえは県
内の食品会社やスーパー、隣県のフードバ
ンクであるセカンドハーベスト名古屋から
食品を調達し、生活困窮者支援組織へ提供
している。調達先にスーパーが含まれてい
ることから、生鮮食品を提供することもあ
る。
福岡では、県市町村が出資して設立した

公益財団法人福岡県リサイクル総合研究事
業化センターが、県内に複数あるフードバ
ンクの調整機能を果たしている。同センタ
ーは県内のフードバンクや食品会社、生協
等とともに、その活動を通じて安全かつ衛
生的に食品を調達・保管・提供するための
課題やノウハウの検証等にも取り組んでい
る。
山口では、14年に下関市でフードバンク
山口が設立された。同団体は食品会社から
加工食品等の寄贈を受けるだけでなく、県
内に展開する食品スーパーの店頭にフード
バンクポストを常設して一般市民が気軽に
食品を寄贈できる仕組みを整備している。
このように各国、各県で多様な活動を行
うフードバンクであるが、直面する主要な
課題はおおむね共通している。具体的に
は、ぜい弱な財政基盤、人材の確保、配送・
保管設備の確保である。資金に乏しいた
め、十分な職員を雇用することが難しく、
作業を善意のボランティアに頼らざるをえ
ない。また、費用がかかる配送・保管設備
の導入も進みづらく、生鮮食料品を取り扱
うことが難しい状況にある。すなわち、十
分な活動資金がないことが、生活困窮者の
ニーズがあるにもかかわらず、取り扱える
食品の量、質および種類を制限していると
いえよう。
ところで、SDGsに関連して食品ロス削
減の一方策としてフードバンクが位置づけ
られがちだが、本書でも繰り返し指摘され
ているとおり、食品ロスの有無にかかわら
ず生活困窮者には生存に必要な食品の支援
が必要であることを忘れてはなるまい。
――筑波書房　2019年7月

定価3,000円（税別）265頁――

（主事研究員　
一瀬裕一郎・いちのせ ゆういちろう）
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（単位  百万円）

団 体 別 手 形 貸 付 計当 座 貸 越 割 引 手 形証 書 貸 付

系

計

その他系統団体等小計
会 員 小 計
そ の 他 会 員
森 林 団 体
水 産 団 体
開 拓 団 体
農 業 団 体

合 　 計

そ の 他
関 連 産 業

等

体

団

統

（注）　単位未満切り捨てのため他表と一致しない場合がある。

（単位  百万円）

（単位  百万円）

1． 農 林 中 央 金 庫 資 金 概 況

現 　 金
預 け 金

貸借共通
合　　計有価証券 貸 出 金 そ の 他預 　 金 発行債券 そ の 他年 月 日

普通預金 計当座預金 別段預金 公金預金定期預金 通知預金

会 員 以 外 の 者 計
会 員 計
そ の 他 会 員
森 林 団 体
水 産 団 体
農 業 団 体

合 　 計

団 体 別

2． 農林中央金庫・団体別・科目別・預金残高

3． 農林中央金庫・団体別・科目別・貸出金残高

2014 . 8 51 ,045 ,710 3 ,853 ,777 28 ,249 ,138 9 ,975 ,475 50 ,697 ,759 17 ,183 ,715 5 ,291 ,676 83 ,148 ,625
2015 . 8 54 ,359 ,268 3 ,406 ,472 35 ,611 ,419 12 ,516 ,205 57 ,686 ,683 18 ,395 ,437 4 ,778 ,834 93 ,377 ,159
2016 . 8 61 ,204 ,037 2 ,837 ,329 29 ,646 ,304 24 ,529 ,057 52 ,913 ,635 11 ,895 ,381 4 ,349 ,597 93 ,687 ,670
2017 . 8 64 ,565 ,307 2 ,153 ,003 40 ,130 ,884 24 ,764 ,661 62 ,176 ,800 10 ,327 ,776 9 ,579 ,957 106 ,849 ,194
2018 . 8 66 ,557 ,692 1 ,558 ,640 33 ,486 ,370 24 ,174 ,612 51 ,554 ,384 11 ,915 ,002 13 ,958 ,704 101 ,602 ,702

2019 . 3 66 ,470 ,201 1 ,262 ,239 34 ,314 ,079 18 ,388 ,352 55 ,691 ,300 17 ,103 ,794 10 ,863 ,073 102 ,046 ,519
4 66 ,618 ,380 1 ,216 ,448 34 ,585 ,391 20 ,792 ,778 52 ,961 ,251 17 ,528 ,224 11 ,137 ,966 102 ,420 ,219
5 65 ,647 ,431 1 ,171 ,359 33 ,644 ,245 20 ,146 ,865 52 ,816 ,139 16 ,934 ,078 10 ,565 ,953 100 ,463 ,035
6 66 ,913 ,337 1 ,126 ,477 32 ,617 ,229 21 ,258 ,432 52 ,837 ,450 17 ,042 ,985 9 ,518 ,176 100 ,657 ,043
7 66 ,390 ,057 1 ,089 ,511 32 ,524 ,016 20 ,957 ,122 52 ,938 ,538 17 ,558 ,358 8 ,549 ,566 100 ,003 ,584
8 66 ,186 ,946 1 ,052 ,440 32 ,100 ,839 20 ,572 ,848 52 ,098 ,016 17 ,258 ,105 9 ,411 ,256 99 ,340 ,225

55 ,446 ,524 - 2 ,785 ,236 260 5 ,671 - 58 ,237 ,691
1 ,911 ,302 - 126 ,766 1 59 - 2 ,038 ,128

1 ,915 - 5 ,920 22 208 - 8 ,065
2 ,169 - 11 ,550 14 - - 13 ,733

57 ,361 ,910 - 2 ,929 ,473 297 5 ,938 - 60 ,297 ,617
508 ,493 13 ,776 344 ,653 86 ,969 4 ,932 ,245 3 ,194 5 ,889 ,330

57 ,870 ,403 13 ,776 3 ,274 ,125 87 ,266 4 ,938 ,183 3 ,194 66 ,186 ,947

 1 ,880 ,525 105 ,212 66 ,963 - 2 ,052 ,701
4 7 - - 11

38 ,234 2 ,929 8 ,607 20 49 ,790
2 ,180 1 ,528 3 ,127 3 6 ,838

- 635 20 - 655

 1 ,920 ,943 110 ,312 78 ,716 23 2 ,109 ,994
129 ,409 9 ,582 47 ,273 - 186 ,264

 2 ,050 ,352 119 ,894 125 ,989 23 2 ,296 ,258

 3 ,839 ,988 39 ,237 811 ,856 2 ,395 4 ,693 ,477
 10 ,073 ,521 7 ,723 187 ,127 - 10 ,268 ,371

 15 ,963 ,861 166 ,854 1 ,124 ,972 2 ,419 17 ,258 ,106

（注）　 1 金額は単位未満を四捨五入しているので、内訳と一致しないことがある。　　 2 上記表は、国内店分。
3 海外支店分預金計　372 ,651百万円。

2019年 8 月末現在

2019年 8 月末現在

農林中金総合研究所 
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4． 農 林 中 央 金（貸　　　 方）

発 行 債 券計定 期 性当 座 性
預 金

年 月 末 譲 渡 性 預 金

借 入 金 出 資 金譲 渡 性 貯 金う ち 定 期 性計
年 月 末 貯 金

貸 方
5． 信 用 農 業 協 同 組

（注）　 1 　単位未満切り捨てのため他表と一致しない場合がある。　　 2 　預金のうち当座性は当座・普通・通知・別段預金。
3 　預金のうち定期性は定期預金。

（借　　　 方）

手 形 貸 付買 入 手 形預 け 金 う ち 国 債計現 金
有 価 証 券

年 月 末 商品有価証券

うち信用借入金計計
借 入 金

6． 農 業 協 同 組

定 期 性当 座 性
年 月 末 貯 金

貸 方

2019 . 3 8 ,329 ,909 58 ,140 ,292 66 ,470 ,201 32 ,980 1 ,262 ,239
4 8 ,723 ,296 57 ,895 ,084 66 ,618 ,380 10 ,000 1 ,216 ,448
5 8 ,034 ,573 57 ,612 ,858 65 ,647 ,431 22 ,980 1 ,171 ,359
6 8 ,942 ,362 57 ,970 ,975 66 ,913 ,337 32 ,980 1 ,126 ,477
7 8 ,703 ,401 57 ,686 ,656 66 ,390 ,057 5 ,000 1 ,089 ,511
8 8 ,315 ,648 57 ,871 ,298 66 ,186 ,946 32 ,980 1 ,052 ,440

2018 . 8 8 ,744 ,025 57 ,813 ,667 66 ,557 ,692 - 1 ,558 ,640

2019 . 3 92 ,077 18 ,296 ,275 55 ,691 ,300 10 ,558 ,008 8 ,560 - 149 ,980
4 40 ,894 20 ,751 ,884 52 ,961 ,251 10 ,327 ,623 8 ,826 - 163 ,920
5 108 ,471 20 ,038 ,393 52 ,816 ,139 10 ,426 ,160 9 ,302 - 156 ,875
6 25 ,598 21 ,232 ,833 52 ,837 ,450 10 ,383 ,504 9 ,537 - 161 ,429
7 82 ,867 20 ,874 ,255 52 ,938 ,538 10 ,368 ,820 9 ,543 - 169 ,102
8 86 ,232 20 ,486 ,616 52 ,098 ,016 10 ,499 ,904 10 ,223 - 166 ,853

2018 . 8 32 ,124 24 ,142 ,487 51 ,554 ,384 11 ,022 ,024 5 ,339 - 163 ,963

2019 . 3 66 ,443 ,587 65 ,162 ,076 991 ,577 2 ,171 ,588 2 ,073 ,114
4 66 ,731 ,505 65 ,532 ,180 972 ,754 2 ,162 ,748 2 ,080 ,033
5 66 ,540 ,141 65 ,474 ,035 1 ,046 ,990 2 ,162 ,748 2 ,080 ,033
6 67 ,737 ,379 66 ,446 ,982 1 ,055 ,954 2 ,287 ,593 2 ,083 ,152
7 67 ,571 ,983 66 ,317 ,827 1 ,065 ,068 2 ,287 ,594 2 ,090 ,569
8 67 ,893 ,063 66 ,529 ,665 1 ,077 ,798 2 ,287 ,593 2 ,091 ,667

2018 . 8 66 ,812 ,627 65 ,534 ,142 1 ,478 ,665 1 ,965 ,482 1 ,976 ,207

2019 . 2 36 ,458 ,689 67 ,633 ,691 104 ,092 ,380 623 ,869 539 ,907
3 36 ,607 ,651 66 ,616 ,819 103 ,224 ,470 648 ,664 561 ,033
4 37 ,097 ,411 66 ,614 ,422 103 ,711 ,833 652 ,781 564 ,194
5 36 ,619 ,063 66 ,801 ,398 103 ,420 ,461 668 ,126 579 ,526
6 37 ,295 ,487 67 ,558 ,606 104 ,854 ,093 682 ,137 594 ,257
7 36 ,805 ,170 67 ,758 ,187 104 ,563 ,357 702 ,293 614 ,672

2018 . 7 34 ,697 ,629 68 ,514 ,296 103 ,211 ,925 642 ,089 512 ,041

（注）　 1 　貯金のうち当座性は当座・普通・貯蓄・通知・出資予約・別段。　 2 　貯金のうち定期性は定期貯金・譲渡性貯金・定期積金。
3 　借入金計は信用借入金・共済借入金・経済借入金。

（注）　 1 　貯金のうち「定期性」は定期貯金・定期積金の計。　　　2 　出資金には回転出資金を含む。
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有 価 証 券 計コールローン 金銭の信託
機関貸付金

現 金 計 う ち 系 統
預 け 金

庫 主 要 勘 定

合 連 合 会 主 要 勘 定

貸 方 合 計

借 方 合 計そ の 他コ ー ル
ロ ー ン計割 引 手 形当 座 貸 越証 書 貸 付

貸 出 金

そ の 他資 本 金受 託 金コ ー ル マ ネ ー

計 （農）貸付金計 う ち 国 債現 金 計 う ち 系 統
預 有価証券・金銭の信託

合 主 要 勘 定
貸 出 金

借 方

組 合 数

貸 出 金
借 方

う ち 金 融

う ち 公 庫
け 金 報 告

（単位  百万円）

（単位  百万円）

- 1 ,048 ,091 4 ,040 ,198 29 ,192 ,810 102 ,046 ,519
150 ,000 1 ,659 ,836 4 ,040 ,198 28 ,725 ,357 102 ,420 ,219
50 ,000 1 ,702 ,655 4 ,040 ,198 27 ,828 ,412 100 ,463 ,035

- 2 ,482 ,750 4 ,040 ,198 26 ,061 ,301 100 ,657 ,043
- 2 ,347 ,140 4 ,040 ,198 26 ,131 ,678 100 ,003 ,584
- 2 ,288 ,454 4 ,040 ,198 25 ,739 ,207 99 ,340 ,225

- 2 ,736 ,813 3 ,480 ,488 27 ,269 ,069 101 ,602 ,702

15 ,750 ,449 1 ,200 ,746 2 ,616 17 ,103 ,794 44 ,368 10 ,810 ,145 102 ,046 ,519
16 ,187 ,804 1 ,173 ,630 2 ,869 17 ,528 ,224 78 ,288 11 ,050 ,852 102 ,420 ,219
15 ,586 ,647 1 ,188 ,348 2 ,206 16 ,934 ,078 862 ,129 9 ,694 ,523 100 ,463 ,035
15 ,696 ,821 1 ,181 ,864 2 ,869 17 ,042 ,985 1 ,221 ,829 8 ,286 ,811 100 ,657 ,043
16 ,238 ,036 1 ,148 ,943 2 ,276 17 ,558 ,358 672 ,054 7 ,867 ,969 100 ,003 ,584
15 ,963 ,861 1 ,124 ,971 2 ,418 17 ,258 ,105 1 ,678 ,566 7 ,722 ,467 99 ,340 ,225

10 ,676 ,154 1 ,073 ,473 1 ,411 11 ,915 ,002 2 ,000 ,000 11 ,953 ,366 101 ,602 ,702

77 ,447 43 ,972 ,875 43 ,919 ,459 50 ,000 1 ,079 ,284 19 ,799 ,501 7 ,761 ,087 1 ,784 ,262
88 ,901 44 ,480 ,243 44 ,431 ,204 75 ,000 1 ,083 ,894 18 ,253 ,656 7 ,693 ,138 1 ,776 ,962
74 ,783 44 ,373 ,821 44 ,313 ,832 50 ,000 1 ,119 ,912 18 ,338 ,701 7 ,665 ,909 1 ,766 ,583
69 ,920 45 ,591 ,962 45 ,547 ,377 85 ,000 1 ,135 ,067 18 ,337 ,587 7 ,722 ,443 1 ,800 ,771
72 ,688 45 ,126 ,822 45 ,079 ,235 40 ,000 1 ,138 ,851 18 ,485 ,393 7 ,761 ,873 1 ,793 ,110
68 ,720 45 ,280 ,163 45 ,235 ,279 25 ,000 1 ,155 ,075 18 ,564 ,315 7 ,828 ,066 1 ,780 ,604

66 ,578 45 ,379 ,501 45 ,324 ,788 25 ,000 985 ,542 18 ,214 ,335 7 ,551 ,971 1 ,899 ,972

421 ,397 79 ,187 ,702 78 ,922 ,380 3 ,969 ,633 1 ,498 ,721 21 ,830 ,708 153 ,126 629
418 ,841 78 ,609 ,477 78 ,349 ,161 3 ,937 ,020 1 ,481 ,742 21 ,772 ,526 155 ,578 628
519 ,586 78 ,972 ,929 78 ,719 ,414 3 ,878 ,191 1 ,438 ,144 21 ,723 ,137 155 ,158 613
436 ,577 78 ,637 ,410 78 ,380 ,793 3 ,831 ,522 1 ,397 ,465 21 ,862 ,610 155 ,945 613
434 ,685 80 ,111 ,959 79 ,880 ,439 3 ,791 ,556 1 ,356 ,672 21 ,892 ,219 155 ,205 613
446 ,878 79 ,746 ,378 79 ,531 ,430 3 ,823 ,174 1 ,357 ,820 21 ,942 ,640 155 ,074 609

434 ,626 78 ,576 ,275 78 ,332 ,375 3 ,950 ,664 1 ,554 ,947 21 ,834 ,885 162 ,543 648

（単位  百万円）

農林中金総合研究所 
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（注）　貯金のうち定期性は定期貯金・定期積金。

（注）　 1 　貯金のうち定期性は定期貯金・定期積金。
2 　借入金計は信用借入金・経済借入金。
3 　貸出金計は信用貸出金。

7．信用漁業協同組合連合会主要勘定

8．漁 業 協 同 組 合 主 要 勘 定

借 方貸 方

現 　 金
有 価
証 券

預 け 金
借 用 金 出 資 金

貯 金年 月 末

計 うち定期性
貸 出 金

うち系統

借 方貸 方

現 金
有 価預 け 金借 入 金年 月 末

計 計 うち信用
借 入 金

貸 出 金

計 計うち系統 うち公庫
（農）資金

報　告

組合数
貯 　 金 払込済

出資金

計

証 券うち定期性

（単位  百万円）

（単位  百万円）

2019 . 5 2 ,403 ,951 1 ,691 ,943 40 ,066 55 ,946 17 ,611 1 ,926 ,237 1 ,907 ,916 78 ,808 447 ,584
6 2 ,420 ,898 1 ,706 ,216 41 ,166 55 ,975 16 ,782 1 ,950 ,168 1 ,932 ,483 77 ,249 447 ,770
7 2 ,427 ,737 1 ,722 ,142 41 ,166 55 ,987 18 ,625 1 ,947 ,605 1 ,930 ,661 77 ,997 450 ,066
8 2 ,411 ,815 1 ,712 ,219 41 ,166 56 ,289 17 ,945 1 ,933 ,135 1 ,915 ,276 78 ,370 452 ,301

2018 . 8 2 ,452 ,623 1 ,749 ,208 32 ,867 55 ,889 17 ,403 1 ,960 ,459 1 ,941 ,025 81 ,642 470 ,741

2019 . 3 778 ,365 425 ,220 73 ,996 54 ,436 98 ,628 5 ,755 784 ,613 776 ,400 - 135 ,322 5 ,784 76

4 769 ,560 422 ,268 77 ,857 55 ,480 98 ,642 5 ,460 774 ,601 765 ,613 - 138 ,411 5 ,544 76

5 761 ,148 415 ,115 80 ,275 56 ,283 98 ,643 5 ,951 762 ,805 755 ,182 - 139 ,883 5 ,408 76

6 760 ,669 415 ,951 80 ,653 57 ,177 98 ,345 5 ,590 757 ,613 749 ,984 - 142 ,340 5 ,401 75

2018 . 6 774 ,537 425 ,724 84 ,273 59 ,824 105 ,389 5 ,776 757 ,882 748 ,746 400 148 ,733 6 ,461 76
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9．金 融 機 関 別 預 貯 金 残 高

農 協 信 農 連 都市銀行 地方銀行 第二地方銀行 信用金庫 信用組合

残

高

前

年

同

月

比

増

減

率

（単位  億円、％）

（注）　1　農協、信農連は農林中央金庫、信用金庫は信金中央金庫調べ、信用組合は全国信用組合中央協会、その他は日銀資料（ホームページ等）
による。

2　都銀、地銀、第二地銀および信金には､オフショア勘定を含む｡
3　農協には譲渡性貯金を含む（農協以外の金融機関は含まない）。
4　ゆうちょ銀行の貯金残高は、月次数値の公表が行われなくなったため、掲載をとりやめた。
5　第二地方銀行の計数は、2018年5月末以降2019年3月末までは、八千代銀行、東京都民銀行、新銀行東京の合併できらぼし銀行（地方銀行）が
発足したことにより41行から40行の合計となり、2019年4月末以降は、関西アーバン銀行、近畿大阪銀行の合併で関西みらい銀行（地方銀行）
が発足したことにより39行の合計となっている。

2016 . 3 959 ,187 597 ,361 3 ,235 ,087 2 ,482 ,863 642 ,280 1 ,347 ,476 195 ,607

2017 . 3 984 ,244 622 ,288 3 ,433 ,657 2 ,543 ,180 657 ,873 1 ,379 ,128 199 ,392

2018 . 3 1 ,013 ,060 648 ,140 3 ,593 ,112 2 ,620 ,107 668 ,302 1 ,409 ,772 203 ,399

2018 . 8 1 ,037 ,064 668 ,126 3 ,638 ,160 2 ,631 ,747 649 ,557 1 ,432 ,528 205 ,939

9 1 ,034 ,711 664 ,844 3 ,648 ,840 2 ,637 ,998 654 ,304 1 ,437 ,739 206 ,812

10 1 ,039 ,721 668 ,336 3 ,667 ,003 2 ,619 ,863 649 ,187 1 ,434 ,996 206 ,130

11 1 ,039 ,200 666 ,810 3 ,702 ,540 2 ,625 ,252 649 ,227 1 ,431 ,085 205 ,796

12 1 ,047 ,216 675 ,163 3 ,659 ,640 2 ,651 ,511 656 ,383 1 ,445 ,832 207 ,742

2019 . 1 1 ,040 ,815 669 ,697 3 ,681 ,835 2 ,627 ,018 647 ,706 1 ,433 ,349 206 ,660

2 1 ,040 ,924 669 ,291 3 ,672 ,328 2 ,632 ,686 649 ,210 1 ,438 ,602 207 ,143

3 1 ,032 ,245 664 ,436 3 ,755 ,950 2 ,681 ,866 655 ,093 1 ,434 ,772 207 ,220

4 1 ,037 ,118 667 ,315 3 ,778 ,018 2 ,732 ,368 618 ,281 1 ,447 ,279 208 ,293

5 1 ,034 ,205 665 ,401 3 ,797 ,306 2 ,719 ,714 612 ,439 1 ,436 ,614 207 ,441

6 1 ,048 ,541 677 ,374 3 ,711 ,756 2 ,747 ,926 621 ,244 1 ,455 ,665 210 ,223

7 1 ,045 ,634 675 ,720 3 ,746 ,166 2 ,716 ,895 616 ,001 1 ,448 ,201 209 ,840

8 P  1 ,049 ,341 678 ,931 3 ,722 ,531 2 ,730 ,467 619 ,573 1 ,452 ,594 …

2016 . 3 2 .4 2 .8 5 .5 2 .1 1 .5 2 .1 1 .8

2017 . 3 2 .6 4 .2 6 .1 2 .4 2 .4 2 .3 1 .9

2018 . 3 2 .9 4 .2 4 .6 3 .0 1 .6 2 .2 2 .0

2018 . 8 2 .8 3 .5 5 .0 3 .1 △1 .8 1 .9 1 .8

9 2 .7 3 .3 5 .5 3 .2 △1 .7 1 .9 1 .8

10 2 .8 3 .4 4 .6 2 .9 △2 .0 1 .7 1 .6

11 2 .7 3 .1 4 .3 2 .8 △2 .0 1 .7 1 .7

12 2 .4 3 .1 4 .9 2 .6 △2 .1 1 .7 1 .6

2019 . 1 2 .3 3 .0 4 .1 2 .5 △2 .3 1 .6 1 .6

2 2 .1 2 .8 3 .6 2 .5 △2 .2 1 .7 1 .7

3 1 .9 2 .5 4 .5 2 .4 △2 .0 1 .8 1 .9

4 1 .8 2 .0 2 .8 4 .4 △8 .1 1 .7 1 .8

5 1 .7 1 .8 2 .5 3 .2 △5 .4 1 .3 2 .0

6 1 .5 1 .8 2 .4 3 .5 △5 .2 1 .5 2 .2

7 1 .3 1 .5 2 .6 3 .3 △5 .1 1 .4 2 .3

8 P        　1 .2 1 .6 2 .3 3 .8 △4 .6 1 .4 …
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10．金 融 機 関 別 貸 出 金 残 高

残

高

農 協 信 農 連 都市銀行 地方銀行 第二地方銀行 信用金庫 信用組合

前

年

同

月

比

増

減

率

（単位  億円、％）

（注）　 1 　表 9 （注）に同じ。
2 　貸出金には金融機関貸付金を含まない。また農協は共済貸付金・公庫貸付金を含まない。
3 　ゆうちょ銀行の貸出金残高は、月次数値の公表が行われなくなったため、掲載をとりやめた。
4 　第二地方銀行の計数は、2018年5月末以降2019年3月末までは、八千代銀行、東京都民銀行、新銀行東京の合併できらぼし銀行（地方銀行）が
発足したことにより41行から40行の合計となり、2019年4月末以降は、関西アーバン銀行、近畿大阪銀行の合併で関西みらい銀行（地方銀行）
が発足したことにより39行の合計となっている。

2016 . 3 206 ,362 51 ,472 1 ,853 ,179 1 ,846 ,204 487 ,054 673 ,202 102 ,887

2017 . 3 203 ,821 52 ,646 1 ,846 ,555 1 ,918 ,890 502 ,652 691 ,675 106 ,382

2018 . 3 204 ,568 55 ,875 1 ,816 ,884 1 ,996 ,811 519 ,071 709 ,635 110 ,695

2018 . 8     205 ,876 56 ,520 1 ,883 ,718  2 ,031 ,859 503 ,165 707 ,804 111 ,527

9 205 ,990 57 ,106 1 ,908 ,465 2 ,043 ,686 508 ,342 714 ,564 112 ,719

10 205 ,664 58 ,353 1 ,889 ,797 2 ,043 ,927 506 ,358 709 ,355 112 ,404

11 205 ,864 58 ,479 1 ,903 ,510 2 ,053 ,387 507 ,725 709 ,807 112 ,807

12 205 ,476 59 ,030 1 ,926 ,110 2 ,066 ,818 513 ,140 717 ,720 113 ,969

2019 . 1 205 ,385 59 ,183 1 ,905 ,754 2 ,063 ,867 510 ,567 712 ,377 113 ,415

2 205 ,845 59 ,204 1 ,901 ,677 2 ,066 ,476 511 ,582 711 ,919 113 ,694

3 207 ,386 59 ,768 1 ,934 ,688 2 ,082 ,899 517 ,558 719 ,838 114 ,920

4 206 ,996 59 ,162 1 ,937 ,863 2 ,122 ,716 474 ,916 714 ,863 114 ,518

5 208 ,383 58 ,993 1 ,918 ,619 2 ,125 ,737 473 ,800 711 ,945 114 ,492

6 208 ,850 59 ,217 1 ,926 ,734 2 ,134 ,817 476 ,617 714 ,787 114 ,792

7 209 ,442 59 ,688 1 ,917 ,393 2 ,140 ,278 476 ,457 713 ,592 114 ,885

8 P 210 ,371 60 ,475 1 ,911 ,774 2 ,146 ,976 477 ,498 715 ,636 …

2016 . 3 △1 .7 △1 .2 1 .3 3 .5 3 .5 2 .3 2 .8

2017 . 3 △1 .2 2 .3 △0 .4 3 .9 3 .2 2 .7 3 .4

2018 . 3 0 .4 6 .1 △1 .6 4 .1 3 .3 2 .6 4 .1

2018 . 8         　0 .6 7 .2 4 .5         　5 .1 0 .1 2 .1 4 .1

9 0 .7 7 .8 5 .3 4 .7 △0 .2 1 .7 4 .0

10 0 .8 7 .4 5 .1 4 .9 △0 .0 1 .7 3 .9

11 1 .0 7 .8 5 .8 4 .9 △0 .2 1 .7 3 .9

12 1 .1 7 .4 6 .1 4 .6 △0 .4 1 .5 3 .9

2019 . 1 1 .1 7 .6 5 .3 4 .7 △0 .4 1 .4 3 .8

2 1 .2 7 .9 5 .7 4 .7 △0 .3 1 .3 3 .8

3 1 .4 7 .0 6 .5 4 .3 △0 .3 1 .4 3 .8

4 1 .5 8 .1 2 .4 6 .6 △7 .9 1 .4 3 .9

5 1 .7 7 .3 2 .1 5 .8 △5 .2 1 .2 3 .7

6 1 .8 6 .3 1 .5 5 .6 △5 .3 1 .0 3 .3

7 1 .8 6 .8 1 .4 5 .6 △5 .3 0 .9 3 .3

8 P        　2 .2 7 .0 1 .5 5 .7 △5 .1 1 .1 …
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本誌に掲載の論文、資料、データ等の無断転載を禁止いたします。

　農中総研では、全中・全漁連・全森連と連携し、東日本大震災からの復旧・復興に農林漁業協
同組合（農協・漁協・森林組合）が各地域においてどのように取り組んでいるかの情報を、過去・
現在・未来にわたって記録し集積し続けるために、ホームページ「農林漁業協同組合の復興への
取組み記録～東日本大震災アーカイブズ（現在進行形）～」を2012年 3月に開設しました。

　東日本大震災は、過去の大災害と比べ、①東北から関東にかけて約600kmにおよぶ太平洋沿岸
の各市町村が地震被害に加え大津波の来襲による壊滅的な被害を受けたこと、②さらに福島原発
事故による原子力災害が原発近隣地区への深刻な影響をはじめ、広範囲に被害をもたらしている
こと、に際立った特徴があります。それゆえ、阪神・淡路大震災で復興に10年以上を費やしたこ
とを鑑みても、さらにそれ以上の長期にわたる復興の取組みが必要になることが予想されます。

　被災地ごとに被害の実態は異なり、それぞれの地域の実態に合わせた地域ごとの取組みがあり
ます。また、福島原発事故による被害の複雑性は、復興の形態をより多様なものにしています。

　こうした状況を踏まえ、本ホームページにおいて、地域ごとの復興への農林漁業協同組合の取
組みと全国からの支援活動を記録し集積することにより、その記録を将来に残すと同時に、情報
の共有化を図ることで、復興の取組みに少しでも貢献できれば幸いです。

　（2019年10月20日現在、掲載情報タイトル4,277件）

ホームページ「東日本大震災アーカイブズ（現在進行形）」のお知らせ

URL : http://www.quake-coop-japan.org/

本誌に対するご意見・ご感想をお寄せください。
送り先　　〒151-0051 東京都渋谷区千駄ヶ谷 5－27－11 農林中金総合研究所

ＦＡＸ 0 3 － 3 3 5 1 － 1 1 5 9
Ｅメール　norinkinyu @ nochuri. co. jp
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